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(57)【要約】
【課題】高電力動作モードよりも低い電力動作モードで
消費電流と消費電力を削減して、増幅動作の安定性を改
善すること。
【解決手段】ＲＦ電力増幅器の信号入力端子Ｐａｄ１と
信号出力端子Ｐａｄ６との間に第１増幅経路の第１増幅
回路Ａｍｐ１１、１２と第２増幅経路の第２増幅回路Ａ
ｍｐ２１、２２が並列接続され、第２増幅回路の第２最
終段素子Ｑ２２の素子サイズが第１増幅回路の第１最終
段素子Ｑ１２より小さな素子サイズに設定される。高電
力を生成するために、第１増幅回路が活性化され第２増
幅回路が非活性化される。高電力動作モードよりも低い
電力を生成するため第１増幅回路が非活性化され第２増
幅回路が活性化される状態では、信号制御回路Ｃ１６、
ＳＷ３は、第１増幅経路に配置された第１増幅回路Ａｍ
ｐ１１、１２を帰還ループとする出力Ｐａｄ６から入力
Ｐａｄ１への信号伝達を減衰もしくは実質的に遮断する
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　信号入力端子と信号出力端子との間に並列に接続された第１増幅経路と第２増幅経路と
、前記第１増幅経路に配置された第１増幅回路と、前記第２増幅経路に配置された第２増
幅回路とを具備するＲＦ電力増幅器であって、
　前記第１増幅回路の第１最終段増幅器は前記信号出力端子に出力電極が接続された第１
最終段トランジスタを含み、前記第２増幅回路の第２最終段増幅器は前記信号出力端子に
出力電極が接続された第２最終段トランジスタを含み、
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路が活性化され、前記第２増幅経路の前記第２増幅
回路が非活性化されることによって、前記第１増幅回路の第１最終段増幅器の前記第１最
終段トランジスタの前記出力電極から前記信号出力端子に第１ＲＦ出力信号が供給され、
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路が非活性化され、前記第２増幅経路の前記第２増
幅回路が活性化されることによって、前記第２増幅回路の第２最終段増幅器の前記第２最
終段トランジスタの前記出力電極から前記信号出力端子に第２ＲＦ出力信号が供給され、
　前記第２最終段トランジスタの素子サイズが前記第１最終段トランジスタの素子サイズ
よりも小さなサイズに設定されることによって、前記第１最終段トランジスタの前記出力
電極から前記信号出力端子に供給される前記第１ＲＦ出力信号の電力よりも前記第２最終
段トランジスタの前記出力電極から前記信号出力端子に供給される前記第２ＲＦ出力信号
の電力が小さく設定され、
　前記ＲＦ電力増幅器は、前記第１増幅回路の前記第１最終段増幅器に接続された信号制
御回路を更に具備して、
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路が非活性化されて、前記第２増幅経路の前記第２
増幅回路が活性化される状態において、前記信号制御回路は、前記第１増幅経路に配置さ
れた前記第１増幅回路を帰還ループとする前記信号出力端子から前記信号入力端子への信
号伝達を減衰もしくは実質的に遮断する
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記第２増幅回路の第２最終段増幅器の前記第２最終段トランジスタは、前記信号入力
端子に供給されるＲＦ入力信号に応答する入力電極を有して、
　前記帰還ループは、前記第２最終段トランジスタの前記出力電極と前記入力電極の間の
帰還容量を含む
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器。
【請求項３】
　請求項２において、
　前記帰還容量は、前記第２最終段トランジスタの前記出力電極と前記入力電極の間の寄
生容量である
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器。
【請求項４】
　請求項３において、
　前記第１増幅回路の第１最終段増幅器の前記第１最終段トランジスタは、前記信号入力
端子に供給される前記ＲＦ入力信号に応答する入力電極を有して、
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路は前記信号入力端子の前記ＲＦ入力信号がその入
力端子に供給される第１初段増幅器を含み、前記第１最終段増幅器の前記第１最終段トラ
ンジスタの前記入力電極は前記第１初段増幅器の出力端子から生成される第１初段増幅信
号に応答して、
　前記第２増幅経路の前記第２増幅回路は前記信号入力端子の前記ＲＦ入力信号がその入
力端子に供給される第２初段増幅器を含み、前記第２最終段増幅器の前記第２最終段トラ
ンジスタの前記入力電極は前記第２初段増幅器の出力端子から生成される第２初段増幅信
号に応答する
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ことを特徴とするＲＦ電力増幅器。
【請求項５】
　請求項４において、
　前記信号制御回路は、前記第１増幅経路の前記第１初段増幅器と前記第１最終段増幅器
との段間接続ノードに接続された
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器。
【請求項６】
　請求項５において、
　前記信号制御回路は、前記段間接続ノードと交流的接地電位との間に接続され、
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路が非活性化されて、前記第２増幅経路の前記第２
増幅回路が活性化される前記状態において、前記信号制御回路は、前記帰還ループを介し
ての前記信号出力端子から前記信号入力端子への伝達信号を前記交流的接地電位にバイパ
スする機能を有する
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器。
【請求項７】
　請求項６において、
　前記交流的接地電位は、直流的接地電位、電源電圧、前記直流的接地電位と前記電源電
圧の間の中間電圧のいずれかである
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器。
【請求項８】
　請求項７において、
　前記ＲＦ電力増幅器は、第１出力整合回路と、第２出力整合回路とを更に具備して、
　前記第１出力整合回路の入力端子は前記第１最終段増幅器の前記第１最終段トランジス
タの前記出力電極に接続され、前記第２出力整合回路の入力端子は前記第２最終段増幅器
の前記第２最終段トランジスタの前記出力電極に接続され、
　前記第２出力整合回路の出力端子は前記第１出力整合回路の前記入力端子と接続され、
前記第１出力整合回路の出力端子はアンテナと接続可能とされる。
　前記第２出力整合回路の前記出力端子と前記第２出力整合回路の前記入力端子との間に
は誘導性リアクタンスが接続され、前記第２出力整合回路の前記入力端子と前記交流的接
地電位との間には容量性リアクタンスが接続された
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器。
【請求項９】
　請求項８において、
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路が非活性化されて、前記第２増幅経路の前記第２
増幅回路が活性化される前記状態において、第１周波数を有する前記ＲＦ入力信号が前記
第２増幅経路の前記第２増幅回路によって増幅される際には、前記第２出力整合回路の前
記容量性リアクタンスは所定の値に設定可能とされ、
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路が非活性化されて、前記第２増幅経路の前記第２
増幅回路が活性化される前記状態において、前記第１周波数より低い第２周波数を有する
前記ＲＦ入力信号が前記第２増幅経路の前記第２増幅回路によって増幅される際には、前
記第２出力整合回路の前記容量性リアクタンスは前記所定の値よりも大きな値に設定可能
とされる
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器。
【請求項１０】
　請求項９において、
　前記ＲＦ電力増幅器は、前記信号入力端子と前記信号出力端子との間に前記第１増幅経
路および前記第２増幅経路と並列に接続された第３増幅経路と、前記第３増幅経路に配置
された第３増幅回路とを更に具備して、
　前記第３増幅回路の第３最終段増幅器は、前記第２出力整合回路の前記入力端子に出力
電極が接続された第３最終段トランジスタを含み、
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　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路と前記第２増幅経路の前記第２増幅回路が非活性
化され、前記第３増幅経路の前記第３増幅回路が活性化されることによって、前記第３増
幅回路の第３最終段増幅器の前記第３最終段トランジスタの前記出力電極から前記信号出
力端子に第３ＲＦ出力信号が供給され、
　前記第３最終段トランジスタの素子サイズが前記第２最終段トランジスタの前記素子サ
イズよりも小さなサイズに設定されことによって、前記第２最終段トランジスタの前記出
力電極から前記信号出力端子に供給される前記第２ＲＦ出力信号の前記電力よりも前記第
３最終段トランジスタの前記出力電極から前記信号出力端子に供給される前記第３ＲＦ出
力信号の電力が小さく設定される
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器。
【請求項１１】
　請求項１０において、
　前記ＲＦ電力増幅器は、複数の周波数帯域の送信を可能とするＲＦ電力増幅装置におい
て前記複数の周波数帯域の高周波帯域の送信と低周波帯域の送信とをそれぞれ実行する高
周波帯域ＲＦ電力増幅器と低周波帯域ＲＦ電力増幅器との少なくとも一方を構成する
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器。
【請求項１２】
　請求項１０において、
　前記ＲＦ電力増幅器は、複数の周波数帯域の送信を可能とするＲＦ電力増幅装置におい
て前記複数の周波数帯域の高周波帯域の送信と低周波帯域の送信とをそれぞれ実行する高
周波帯域ＲＦ電力増幅器と低周波帯域ＲＦ電力増幅器の両方を構成する
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器。
【請求項１３】
　請求項１０において、
　前記第１最終段トランジスタと前記第２最終段トランジスタと前記第３最終段トランジ
スタは、モノリシック集積回路の半導体チップに形成されたバイポーラトランジスタであ
る
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器。
【請求項１４】
　請求項１０において、
　前記第１最終段トランジスタと前記第２最終段トランジスタと前記第３最終段トランジ
スタは、モノリシック集積回路の半導体チップに形成された電界効果トランジスタである
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器。
【請求項１５】
　信号入力端子と信号出力端子との間に並列に接続された第１増幅経路と第２増幅経路と
、前記第１増幅経路に配置された第１増幅回路と、前記第２増幅経路に配置された第２増
幅回路とを具備するＲＦ電力増幅器の動作方法であって、
　前記第１増幅回路の第１最終段増幅器は前記信号出力端子に出力電極が接続された第１
最終段トランジスタを含み、前記第２増幅回路の第２最終段増幅器は前記信号出力端子に
出力電極が接続された第２最終段トランジスタを含み、
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路が活性化され、前記第２増幅経路の前記第２増幅
回路が非活性化されることによって、前記第１増幅回路の第１最終段増幅器の前記第１最
終段トランジスタの前記出力電極から前記信号出力端子に第１ＲＦ出力信号が供給され、
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路が非活性化され、前記第２増幅経路の前記第２増
幅回路が活性化されることによって、前記第２増幅回路の第２最終段増幅器の前記第２最
終段トランジスタの前記出力電極から前記信号出力端子に第２ＲＦ出力信号が供給され、
　前記第２最終段トランジスタの素子サイズが前記第１最終段トランジスタの素子サイズ
よりも小さなサイズに設定されることによって、前記第１最終段トランジスタの前記出力
電極から前記信号出力端子に供給される前記第１ＲＦ出力信号の電力よりも前記第２最終
段トランジスタの前記出力電極から前記信号出力端子に供給される前記第２ＲＦ出力信号
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の電力が小さく設定され、
　前記ＲＦ電力増幅器は、前記第１増幅回路の前記第１最終段増幅器に接続された信号制
御回路を更に具備して、
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路が非活性化されて、前記第２増幅経路の前記第２
増幅回路が活性化される状態において、前記信号制御回路は、前記第１増幅経路に配置さ
れた前記第１増幅回路を帰還ループとする前記信号出力端子から前記信号入力端子への信
号伝達を減衰もしくは実質的に遮断する
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器の動作方法。
【請求項１６】
　請求項１５において、
　前記第２増幅回路の第２最終段増幅器の前記第２最終段トランジスタは、前記信号入力
端子に供給されるＲＦ入力信号に応答する入力電極を有して、
　前記帰還ループは、前記第２最終段トランジスタの前記出力電極と前記入力電極の間の
帰還容量を含む
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器の動作方法。
【請求項１７】
　請求項１６において、
　前記帰還容量は、前記第２最終段トランジスタの前記出力電極と前記入力電極の間の寄
生容量である
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器の動作方法。
【請求項１８】
　請求項１７において、
　前記第１増幅回路の第１最終段増幅器の前記第１最終段トランジスタは、前記信号入力
端子に供給される前記ＲＦ入力信号に応答する入力電極を有して、
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路は前記信号入力端子の前記ＲＦ入力信号がその入
力端子に供給される第１初段増幅器を含み、前記第１最終段増幅器の前記第１最終段トラ
ンジスタの前記入力電極は前記第１初段増幅器の出力端子から生成される第１初段増幅信
号に応答して、
　前記第２増幅経路の前記第２増幅回路は前記信号入力端子の前記ＲＦ入力信号がその入
力端子に供給される第２初段増幅器を含み、前記第２最終段増幅器の前記第２最終段トラ
ンジスタの前記入力電極は前記第２初段増幅器の出力端子から生成される第２初段増幅信
号に応答する
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器の動作方法。
【請求項１９】
　請求項１８において、
　前記信号制御回路は、前記第１増幅経路の前記第１初段増幅器と前記第１最終段増幅器
との段間接続ノードに接続された
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器の動作方法。
【請求項２０】
　請求項１９において、
　前記信号制御回路は、前記段間接続ノードと交流的接地電位との間に接続され、
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路が非活性化されて、前記第２増幅経路の前記第２
増幅回路が活性化される前記状態において、前記信号制御回路は、前記帰還ループを介し
ての前記信号出力端子から前記信号入力端子への伝達信号を前記交流的接地電位にバイパ
スする機能を有する
ことを特徴とするＲＦ電力増幅器の動作方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＲＦ電力増幅器およびその動作方法に関し、特に高電力動作モードよりも低
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い電力動作モードで消費電流と消費電力を削減して、増幅動作の安定性を改善するのに有
効な技術に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　携帯電話等のようにバッテリーで動作する携帯通信機器端末では、基地局に無線周波数
(ＲＦ)送信信号を送信するＲＦ電力増幅器の電力効率を向上することが必要とされる。バ
ッテリーの１回の充電により可能な限り長時間の通話時間を可能とするためには、ＲＦ電
力増幅器の消費電力を低減することが必要となる。
【０００３】
　下記特許文献１には、素子サイズの小さな第１増幅素子と素子サイズの大きな第２増幅
素子とを並列接続して、低電力状態では第１増幅素子によって電力増幅を実行する一方、
高電力状態では第２増幅素子によって電力増幅を実行することが記載されている。低電力
状態では素子サイズの小さな第１増幅素子が高い電力付加効率(ＰＡＥ：Power Added Eff
iciency)を示して、高電力状態では素子サイズの大きな第２増幅素子が高い電力付加効率
(ＰＡＥ)を示すので、低電力状態から高電力状態までの広範囲の送信電力でＲＦ電力増幅
器の電力付加効率を向上することが可能となる。
【０００４】
　下記特許文献２には、出力トランジスタの素子サイズが高電力に最適化された第１出力
段と出力トランジスタの素子サイズが低電力に最適化された第２出力段とを並列接続して
、バイアス制御回路が高電力時には第１出力段を選択して低電力時には第２出力段を選択
することが記載されている。第１出力段と第２出力段とは単一の出力インピーダンス整合
回路に接続され、この単一の出力インピーダンス整合回路は複数の容量と複数のインダク
タとを含んでいる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００８－３５４８７号　公報
【特許文献２】米国特許　第７，１５７，９６６号　明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明者等は本発明に先立って、第３世代(３Ｇ)と第４世代(４Ｇ)の携帯電話に搭載可
能であり、また複数の周波数バンドの送信が可能なＲＦ電力増幅器の開発に従事した。更
にこのＲＦ電力増幅器には、長時間の通話時間を可能とするために高い電力付加効率(Ｐ
ＡＥ)および低消費電流・低消費電力が要求された。
【０００７】
　図５は、本発明に先立って本発明者等によって検討された携帯電話端末に搭載可能なＲ
Ｆ電力増幅器の構成を示す図である。
【０００８】
　図５に示した本発明に先立って本発明者等によって検討されたＲＦ電力増幅器は、モノ
リシックマイクロ波集積回路(ＭＭＩＣ：monolithic microwave integrated circuit)１
とＲＦパワーモジュールのプリント配線基板(ＰＣＢ：printed circuit board)２とを含
んでいる。
【０００９】
　モノリシックマイクロ波集積回路(ＭＭＩＣ)１は、第１初段増幅器Ａｍｐ１１と第２初
段増幅器Ａｍｐ２１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２と第２最終段増幅器Ａｍｐ１３と第３
最終段増幅器Ａｍｐ２２と容量Ｃ１～容量Ｃ１２とインダクタＬ１を含んでいる。容量Ｃ
１～容量Ｃ１２は、モノリシックマイクロ波集積回路(ＭＭＩＣ)１のＧａＡｓ等の化合物
半導体基板の主表面に半導体製造プロセスにより製造される金属・絶縁体・金属(ＭＩＭ
：Metal Insulator Metal)の積層構造容量によって構成される。インダクタＬ１は、モノ
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リシックマイクロ波集積回路(ＭＭＩＣ)１のＧａＡｓ等の化合物半導体基板の主表面に半
導体製造プロセスにより製造される金属のスパイラルインダクタによって構成される。
【００１０】
　ＲＦパワーモジュールのプリント配線基板(ＰＣＢ)２は、複数の容量Ｃ５、Ｃ６、Ｃ１
３、Ｃ１４と複数のインダクタＬ２、Ｌ３、Ｌ４～Ｌ６、ストリップラインＳＬ１～ＳＬ
４、抵抗Ｒ１を含んでいる。複数の容量Ｃ５、Ｃ６、Ｃ１３～Ｃ１５と複数のインダクタ
Ｌ２、Ｌ３、Ｌ４～Ｌ６と抵抗Ｒ１との受動部品は、「０６０３」型と呼ばれる表面実装
デバイス(ＳＭＤ：Surface Mount Device)によって構成される。ＪＩＳ規格によれば、０
６０３型表面実装デバイス(ＳＭＤ)は長さ(Ｌ)が０．６ｍｍ、幅(Ｗ)が０．３ｍｍ、厚み
(ｔ)が０.２３ｍｍの超小型電子部品である。ストリップラインＳＬ１～ＳＬ４は、プリ
ント配線基板(ＰＣＢ)２の主表面に製造された導電性配線薄膜によって構成される。スト
リップラインＳＬ１、ＳＬ２はインダクタとして機能する一方、ストリップラインＳＬ３
、ＳＬ４と抵抗Ｒ１とはパワー検出のための方向性結合器(Directional Coupler)として
機能する。
【００１１】
　第１初段増幅器Ａｍｐ１１と第２初段増幅器Ａｍｐ２１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２
と第２最終段増幅器Ａｍｐ１３と第３最終段増幅器Ａｍｐ２２とは、それぞれＮＰＮ型の
ヘテロ接合バイポーラトランジスタＱ１１、Ｑ２１、Ｑ１２、Ｑ１３、Ｑ２２を含んでい
る。第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２は最大の素子サイズ(エミッタ面
積)を有する一方、第２最終段増幅器Ａｍｐ１３のトランジスタＱ１３の素子サイズは第
１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２の素子サイズよりも小さく設定され、第
３最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２の素子サイズは第２最終段増幅器Ａｍｐ
１３のトランジスタＱ１３の素子サイズよりも小さく設定されている。
【００１２】
　従って、最大の素子サイズを有するトランジスタＱ１２を含んだ第１最終段増幅器Ａｍ
ｐ１２と第１初段増幅器Ａｍｐ１１とは、ハイパワーモード(ＨＰＭ：High Power Mode)
の増幅動作を実行して最大ゲインを有する第１増幅経路を構成する。更に、中間の素子サ
イズを有するトランジスタＱ１３を含んだ第２最終段増幅器Ａｍｐ１３と第１初段増幅器
Ａｍｐ１１とは、メディアムパワーモード(ＭＰＭ：Medium Power Mode)の増幅動作を実
行して中間ゲインを有する第２増幅経路を構成する。また更に、最小の素子サイズを有す
るトランジスタＱ２２を含んだ第３最終段増幅器Ａｍｐ２２と第２初段増幅器Ａｍｐ２１
とは、ローパワーモード(ＬＰＭ：Low Power Mode)の増幅動作を実行して最小ゲインを有
する第３増幅経路を構成する。
【００１３】
　図示されていない無線周波数信号処理集積回路(ＲＦＩＣ)から生成されるＲＦ送信信号
Ｐinはパッド端子Ｐａｄ１に供給され、パッド端子Ｐａｄ１は入力整合回路の容量Ｃ１の
一端に接続され、容量Ｃ１の他端は入力整合回路のインダクタＬ１の一端に接続され、イ
ンダクタＬ１の他端は接地電位に接続される。更に、パッド端子Ｐａｄ１は容量Ｃ２の一
端に接続され、容量Ｃ２の他端はパッド端子Ｐａｄ２に接続され、このパッド端子Ｐａｄ
２はプリント配線基板(ＰＣＢ)２の第１スイッチＳＷ１を介して接地電位に接続される。
尚、第１スイッチＳＷ１は図５のＲＦ電力増幅器がマルチバンドの最低周波数のＲＦ送信
信号を増幅する際にオン状態に制御され、パッド端子Ｐａｄ２と接地電位との間の容量Ｃ
２によって、容量Ｃ１とインダクタＬ１から構成される入力整合回路の入力インピーダン
スを調整する。
【００１４】
　従って、入力整合回路の容量Ｃ１の他端と入力整合回路のインダクタＬ１の一端の接続
ノードのＲＦ送信信号Ｐinは、結合容量Ｃ３と結合容量Ｃ４とを介して、第１初段増幅器
Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１のベース電極と第２最終段増幅器Ａｍｐ１３のトランジ
スタＱ１３のベース電極にそれぞれ供給される。尚、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトラン
ジスタＱ１１のエミッタ電極と第２最終段増幅器Ａｍｐ１３のトランジスタＱ１３のエミ
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ッタ電極が接地電位に接続されることによって、トランジスタＱ１１、Ｑ１３はエミッタ
接地増幅トランジスタとして機能する。
【００１５】
　第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１のコレクタ電極はパッド端子Ｐａｄ４
とＲＦチョークコイルとして機能するインダクタＬ２を介して電源電圧Ｖccに接続され、
インダクタＬ２の一端と接地電位との間には容量Ｃ５が接続され、容量Ｃ５は電源電圧Ｖ
ccに含まれる電源リップル成分を減衰するデカップリング容量として機能する。また、第
２初段増幅器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１のコレクタ電極はパッド端子Ｐａｄ３とＲ
Ｆチョークコイルとして機能するインダクタＬ３を介して電源電圧Ｖccに接続され、イン
ダクタＬ３の一端と接地電位との間には容量Ｃ６が接続され、容量Ｃ６は電源電圧Ｖccに
含まれる電源リップル成分を減衰するデカップリング容量として機能する。
【００１６】
　第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１のコレクタ電極から生成される第１初
段ＲＦ増幅信号は、結合容量Ｃ７と結合容量Ｃ８とを介して、第１最終段増幅器Ａｍｐ１
２のトランジスタＱ１２のベース電極と第２最終段増幅器Ａｍｐ１３のトランジスタＱ１
３のベース電極にそれぞれ供給される。尚、第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタ
Ｑ１２のエミッタ電極が接地電位に接続されることによって、トランジスタＱ１２はエミ
ッタ接地増幅トランジスタとして機能する。第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタ
Ｑ１２のコレクタ電極と第２最終段増幅器Ａｍｐ１３のトランジスタＱ１３のコレクタ電
極とは、パッド端子Ｐａｄ６、Ｐａｄ７と接続されている。パッド端子Ｐａｄ６に接続さ
れたストリップラインＳＬ１、ＳＬ２と容量Ｃ１３、Ｃ１４とは第１出力整合回路を構成
して、ストリップラインＳＬ１の中間タップと電源電圧Ｖccとの間に接続されたインダク
タＬ６はトランジスタＱ１２、Ｑ１３の共通コレクタ負荷であるＲＦチョークコイルとし
て機能する。更にパッド端子Ｐａｄ６とパッド端子Ｐａｄ４の間に接続された容量Ｃ１０
とパッド端子Ｐａｄ４と接地電位の間に接続されたインダクタＬ４とは、２次高調波トラ
ップ回路を構成する。すなわち、２次高調波トラップ回路の容量Ｃ１０とインダクタＬ４
との直列接続は、ＲＦ送信増幅出力信号Ｐoutの基本周波数の２倍の２次高調波周波数で
直列共振するので、略ゼロΩの極めて低い直列共振インピーダンスよって２次高調波周波
数成分は接地電位にバイパスされることが可能となる。
【００１７】
　ストリップラインＳＬ１、ＳＬ２と容量Ｃ１３、Ｃ１４から構成された第１出力整合回
路は、容量Ｃ１５を介して方向性結合器の主線路であるストリップラインＳＬ１の一端に
接続されて、ストリップラインＳＬ１の他端からＲＦ送信増幅出力信号Ｐoutが生成され
る。また方向性結合器の副線路であるストリップラインＳＬ２が方向性結合器の主線路で
あるストリップラインＳＬ１と電磁気結合され、方向性結合器の副線路のストリップライ
ンＳＬ２の一端が終端抵抗Ｒ１を介して接地電位に接続されることによって、ストリップ
ラインＳＬ２の他端から出力検出電圧Ｖdetが生成される。上述の第１出力整合回路は、
第１最終段増幅器Ａｍｐ１２および第２最終段増幅器Ａｍｐ１３の数Ωの共通出力インピ
ーダンスとストリップラインＳＬ１の他端に接続される５０Ωの送信アンテナの入力イン
ピーダンスの整合を実行する。すなわち、上述した第１出力整合回路の入力インピーダン
スが数Ωに設定されることによって、第１最終段増幅器Ａｍｐ１２および第２最終段増幅
器Ａｍｐ１３の共通出力インピーダンスと第１出力整合回路の入力インピーダンスが整合
する。その結果、第１最終段増幅器Ａｍｐ１２および第２最終段増幅器Ａｍｐ１３の出力
と第１出力整合回路の入力との間でのＲＦ信号の反射を、十分低減することが可能となる
。更に、容量Ｃ１５と方向性結合器とを含んだ上述の第１出力整合回路の出力インピーダ
ンスが５０Ωに設定されることによって、第１出力整合回路の出力インピーダンスと５０
Ωの送信アンテナの入力インピーダンスが整合する。その結果、第１出力整合回路の出力
と送信アンテナの入力との間のＲＦ信号の反射を、十分低減することが可能となる。
【００１８】
　第２初段増幅器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１のコレクタ電極から生成される第２初
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段ＲＦ増幅信号は、結合容量Ｃ９を介して、第３最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタ
Ｑ２２のベース電極に供給される。尚、第３最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２
２のエミッタ電極が接地電位に接続されることによって、トランジスタＱ２２はエミッタ
接地増幅トランジスタとして機能する。第３最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２
２のコレクタ電極は、パッド端子Ｐａｄ８と接続されている。
【００１９】
　更に、パッド端子Ｐａｄ７とパッド端子Ｐａｄ８の間に接続されたインダクタＬ５と、
パッド端子Ｐａｄ８と接地電位の間に接続された容量Ｃ１１と、パッド端子Ｐａｄ８と接
地電位の間に接続された容量Ｃ１２と第２スイッチＳＷ２とは、第２出力整合回路を構成
する。すなわち、この第２出力整合回路は、第３最終段増幅器Ａｍｐ２２の数十Ωの出力
インピーダンスと上述の第１出力整合回路の数Ωの入力インピーダンスとの間の整合を実
行する。すなわち、第２出力整合回路の入力インピーダンスが数十Ωに設定されることに
よって、第３最終段増幅器Ａｍｐ２２の出力インピーダンスと第２出力整合回路の入力イ
ンピーダンスとが整合する。その結果、第３最終段増幅器Ａｍｐ２２の出力と第２出力整
合回路の入力との間でのＲＦ信号の反射を、十分に低減することが可能となる。更に第２
出力整合回路の出力インピーダンスが数Ωに設定され、第２出力整合回路の出力インピー
ダンスと第１出力整合回路の入力インピーダンスとが整合する。その結果、第２出力整合
回路の出力と第１出力整合回路の入力との間でのＲＦ信号の反射を、十分に低減すること
が可能となる。
【００２０】
　図５に示したＲＦ電力増幅器の第２出力整合回路は、上述したようにインダクタＬ５と
容量Ｃ１１、Ｃ１２と第２スイッチＳＷ２とによって構成されている。
【００２１】
　インダクタＬ５の一端は第１最終段増幅器Ａｍｐ１２および第２最終段増幅器Ａｍｐ１
３の共通出力端子と第１出力整合回路の入力端子と第２出力整合回路の出力端子とに接続
され、インダクタＬ５の他端は第３最終段増幅器Ａｍｐ２２の出力端子と第２出力整合回
路の入力端子に接続されている。更に、第２出力整合回路は、パッド端子Ｐａｄ７とパッ
ド端子Ｐａｄ８の間に接続されたインダクタＬ５と、パッド端子Ｐａｄ８と接地電位の間
に接続された容量Ｃ１１と、パッド端子Ｐａｄ８と接地電位の間に接続された容量Ｃ１２
と第２スイッチＳＷ２とによって構成されている。
【００２２】
　更に、携帯電話端末に搭載されるＲＦ信号処理半導体集積回路とベースバンドプロセッ
サのいずれかから生成される周波数バンド選択信号によって、第２スイッチＳＷ２のオン
状態とオフ状態は制御される。すなわち、周波数バンド選択信号がマルチバンドの高バン
ド送信周波数ｆHBを選択する場合には、第２スイッチＳＷ２はオフ状態に制御され、第２
出力整合回路の容量値は第１容量Ｃ１１のみで決定される。また周波数バンド選択信号が
マルチバンドの低バンド送信周波数ｆLBを選択する場合には、第２スイッチＳＷ２はオン
状態に制御され、第２出力整合回路の容量値は第１容量Ｃ１１と第２容量Ｃ１２の並列容
量で決定される。
【００２３】
　また上述した第２出力整合回路では、第１容量Ｃ１１は略６ｐＦの容量値に設定されて
、第２容量Ｃ１２は略２ｐＦの容量値に設定されて、インダクタＬ５は略３ｎＨのインダ
クタンスに設定されている。
【００２４】
　《ハイパワーモード(ＨＰＭ)による増幅》
　図５に示したＲＦ電力増幅器がハイパワーモード(ＨＰＭ)での電力増幅を実行する場合
には、例えば携帯電話端末に搭載されるＲＦ信号処理半導体集積回路(ＲＦＩＣ)とベース
バンドプロセッサとのいずれかから高電力モード信号ＨＰＭが生成される。高電力モード
信号ＨＰＭに応答して、適切なベースバイアス電圧が、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトラ
ンジスタＱ１１と第２最終段増幅器Ａｍｐ１３のトランジスタＱ１３の各ベース電極に供
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給される。一方、高電力モード信号ＨＰＭに応答して、第２最終段増幅器Ａｍｐ１３のト
ランジスタＱ１３と第２初段増幅器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１と第３最終段増幅器
Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２の各ベース電極に供給されるベースバイアス電圧は、ト
ランジスタＱ１３、Ｑ２１、Ｑ２２のしきい値電圧以下の例えばゼロボルトに設定される
。
【００２５】
　従って、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１
２のトランジスタＱ１２とは適切なベースバイアス電圧によって活性状態に制御される一
方、第２最終段増幅器Ａｍｐ１３のトランジスタＱ１３と第２初段増幅器Ａｍｐ２１のト
ランジスタＱ２１と第３最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２とはしきい値電圧
以下のベースバイアス電圧によって非活性状態に制御される。その結果、パッド端子Ｐａ
ｄ１に供給されるＲＦ送信信号Ｐinは、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１
と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２とによって増幅される。すなわち、
最大の素子サイズを有するトランジスタＱ１２を含んだ第１最終段増幅器Ａｍｐ１２と第
１初段増幅器Ａｍｐ１１によって構成されてハイパワーモード(ＨＰＭ)の増幅動作を実行
して最大ゲインを有する第１増幅経路によってＲＦ送信信号Ｐinが増幅されることによっ
て、ＲＦ送信増幅出力信号Ｐoutが第１出力整合回路と方向性結合器とを介して生成され
る。
【００２６】
　《メディアムパワーモード(ＭＰＭ)による増幅》
　図５に示したＲＦ電力増幅器がメディアムパワーモード(ＭＰＭ)での電力増幅を実行す
る場合には、例えば携帯電話端末に搭載されるＲＦ信号処理半導体集積回路(ＲＦＩＣ)と
ベースバンドプロセッサとのいずれかから中間電力モード信号ＭＰＭが生成される。中間
電力モード信号ＭＰＭに応答して、適切なベースバイアス電圧が、第１初段増幅器Ａｍｐ
１１のトランジスタＱ１１と第２最終段増幅器Ａｍｐ１３のトランジスタＱ１３の各ベー
ス電極に供給される。一方、中間電力モード信号ＭＰＭに応答して、第２初段増幅器Ａｍ
ｐ２１のトランジスタＱ２１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２と第３
最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２の各ベース電極に供給されるベースバイア
ス電圧は、トランジスタＱ２１、Ｑ１２、Ｑ２２のしきい値電圧以下の例えばゼロボルト
に設定される。
【００２７】
　従って、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１と第２最終段増幅器Ａｍｐ１
３のトランジスタＱ１３は適切なベースバイアス電圧によって活性状態に制御される一方
、第２初段増幅器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトラ
ンジスタＱ１２と第３最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２とはしきい値電圧以
下のベースバイアス電圧によって非活性状態に制御される。その結果、パッド端子Ｐａｄ
１に供給されるＲＦ送信信号Ｐinは、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１と
第２最終段増幅器Ａｍｐ１３のトランジスタＱ１３とによって増幅される。すなわち、中
間の素子サイズを有するトランジスタＱ１３を含んだ第２最終段増幅器Ａｍｐ１３と第１
初段増幅器Ａｍｐ１１によって構成されてメディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を
実行して中間ゲインを有する第２増幅経路によってＲＦ送信信号Ｐinが増幅されることに
よって、ＲＦ送信増幅出力信号Ｐoutが第１出力整合回路と方向性結合器とを介して生成
される。
【００２８】
　《ローパワーモード(ＬＰＭ)による増幅》
　図５に示したＲＦ電力増幅器がローパワーモード(ＬＰＭ)での電力増幅を実行する場合
には、例えば携帯電話端末に搭載されるＲＦ信号処理半導体集積回路(ＲＦＩＣ)とベース
バンドプロセッサとのいずれかから低電力モード信号ＬＰＭが生成される。低電力モード
信号ＬＰＭに応答して、適切なベースバイアス電圧が、第２初段増幅器Ａｍｐ２１のトラ
ンジスタＱ２１と第３最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２の各ベース電極に供
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給される。一方、低電力モード信号ＬＰＭに応答して、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトラ
ンジスタＱ１１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２と第２最終段増幅器
Ａｍｐ１３のトランジスタＱ１３の各ベース電極に供給されるベースバイアス電圧は、ト
ランジスタＱ１１、Ｑ１２、Ｑ１３のしきい値電圧以下の例えばゼロボルトに設定される
。
【００２９】
　従って、第２初段増幅器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１と第３最終段増幅器Ａｍｐ２
２のトランジスタＱ２２とは適切なベースバイアス電圧によって活性状態に制御される一
方、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のト
ランジスタＱ１２と第２最終段増幅器Ａｍｐ１３のトランジスタＱ１３とはしきい値電圧
以下のベースバイアス電圧によって非活性状態に制御される。その結果、パッド端子Ｐａ
ｄ１に供給されるＲＦ送信信号Ｐinは、第２初段増幅器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１
と第３最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２とによって増幅される。すなわち、
最小の素子サイズを有するトランジスタＱ２２を含んだ第３最終段増幅器Ａｍｐ２２と第
２初段増幅器Ａｍｐ２１によって構成されローパワーモード(ＬＰＭ)の増幅動作を実行し
て最小ゲインを有する第３増幅経路によってＲＦ送信信号Ｐinが増幅されることによって
、ＲＦ送信増幅出力信号Ｐoutが第２出力整合回路と第１出力整合回路と方向性結合器と
を介して生成される。
【００３０】
　《第２出力整合回路の動作》
　図６は、図５に示したＲＦ電力増幅器に含まれた第２出力整合回路の動作を説明するた
めのスミスチャートを示す図である。
【００３１】
　尚、図６では、動作の理解を容易とするために、第３最終段増幅器Ａｍｐ２２の出力イ
ンピーダンスＺｏｕｔ＿ＳＡは、実際の数十Ωよりも大きな値とされている。
【００３２】
　図６では抵抗値がゼロ(０)の点と抵抗値が無限大(∞)の点とを結ぶ直線上に、第１最終
段増幅器Ａｍｐ１２と第２最終段増幅器Ａｍｐ１３の共通の比較的小さな出力インピーダ
ンスＺｏｕｔ＿ＭＡと第３最終段増幅器Ａｍｐ２２の比較的大きな出力インピーダンスＺ
ｏｕｔ＿ＳＡとが示されている。第１最終段増幅器Ａｍｐ１２と第２最終段増幅器Ａｍｐ
１３の共通の比較的小さな出力インピーダンスＺｏｕｔ＿ＭＡは、抵抗値がゼロ(０)の点
より若干右側に位置している。第３最終段増幅器Ａｍｐ２２の比較的大きな出力インピー
ダンスＺｏｕｔ＿ＳＡは抵抗値が５０Ωの点の右側に示されているが、実際は抵抗値が２
５Ωの点と抵抗値が５０Ωの点との間の点に実際には位置するものである。
【００３３】
　更に、図６には、第１最終段増幅器Ａｍｐ１２と第２最終段増幅器Ａｍｐ１３の共通の
比較的小さな出力インピーダンスＺｏｕｔ＿ＭＡと略等しいインピーダンスに整合された
第１出力整合回路の入力インピーダンスＺｉｎ＿ＭＮも示されている。
【００３４】
　従って、図５に示したＲＦ電力増幅器がローパワーモード(ＬＰＭ)の増幅動作を実行す
る場合、すなわち第１最終段増幅器Ａｍｐ１２と第２最終段増幅器Ａｍｐ１３とが非活性
状態に制御され、第３最終段増幅器Ａｍｐ２２が活性状態に制御される場合には、第２出
力整合回路は以下に説明するインピーダンス整合動作を実行する必要がある。すなわち、
第２出力整合回路は、第３最終段増幅器Ａｍｐ２２の出力インピーダンスＺｏｕｔ＿ＳＡ
と第１出力整合回路の入力インピーダンスＺｉｎ＿ＭＮとの間でインピーダンス整合動作
を実行する必要がある。
【００３５】
　すなわち、第２出力整合回路のインダクタＬ５によってインダクタＬ５の他端でのイン
ピーダンスＺＬは、第１出力整合回路３の入力インピーダンスＺｉｎ＿ＭＮから出発して
定抵抗円の円弧の上で時計方向に移動する。その際の移動量は、インダクタＬ５のインピ
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ーダンスｊωＬ５に対応するωＬ５の大きさとなる。尚、ωは、角周波数である。
【００３６】
　更に、第２出力整合回路の容量Ｃ１１によって容量Ｃ１１の一端でのインピーダンスは
、インダクタＬ５の他端でのインピーダンスＺＬから出発して定コンダクタンス円の円弧
の上で時計方向に移動する。その際の移動量は、容量Ｃ１１のアドミッタンスｊωＣ１１
に対応するωＣ１１の大きさとなる。
【００３７】
　従って、インダクタＬ５による移動量ωＬ５と容量Ｃ１１による移動量ωＣ１１との合
計による移動先は、第３最終段増幅器Ａｍｐ２２の出力インピーダンスＺｏｕｔ＿ＳＡと
一致する必要がある。この一致によって、第３最終段増幅器Ａｍｐ２２の出力インピーダ
ンスＺｏｕｔ＿ＳＡと第１出力整合回路の入力インピーダンスＺｉｎ＿ＭＮとは、第２出
力整合回路によって略無損失で整合されることが可能となる。
【００３８】
　一方、高バンドの送信周波数ｆHBを有するＲＦ送信信号Ｐinを図５に示したＲＦ電力増
幅器の第３最終段増幅器Ａｍｐ２２により増幅する場合には、大きな角周波数ωに対応し
て、移動量ωＣ１１が大きいので、第２出力整合回路の容量値は第１容量Ｃ１１のみで決
定される。その結果、図６に示したように、第１容量Ｃ１１のみを使用して、インダクタ
Ｌ５による移動量ωＬ５と容量Ｃ１１による移動量ωＣ１１との合計による移動先を、第
３最終段増幅器Ａｍｐ２２の出力インピーダンスＺｏｕｔ＿ＳＡと一致させることが可能
となる。
【００３９】
　一方、低バンドの送信周波数ｆLBを有するＲＦ送信信号Ｐinを図５に示したＲＦ電力増
幅器の第３最終段増幅器Ａｍｐ２２により増幅する場合には、小さな角周波数ωに対応し
て、移動量ωＣ１１が小さいので、第２出力整合回路の容量値は第１容量Ｃ１１と第２容
量Ｃ１２の並列容量で決定される。その結果、図６に示すように、第１容量Ｃ１１と第２
容量Ｃ１２の並列容量を使用して、インダクタＬ５による移動量ωＬ５と並列容量Ｃ１１
＋Ｃ１２による移動量ω(Ｃ１１＋Ｃ１２)との合計による移動先を、第３最終段増幅器Ａ
ｍｐ２２の出力インピーダンスＺｏｕｔ＿ＳＡと一致させることが可能となる。
【００４０】
　尚、本発明に先立って本発明者等によって検討された図５に示したＲＦ電力増幅器の第
２出力整合回路では、第１容量Ｃ１１は略６ｐＦの容量値に設定され、第２容量Ｃ１２は
略２ｐＦの容量値に設定され、インダクタＬ５は略３ｎＨのインダクタンスに設定される
。
【００４１】
　《３つの増幅動作モード》
　図７は、図５に示した本発明に先立って本発明者等によって検討されたＲＦ電力増幅器
により実行されるハイパワーモード(ＨＰＭ)とメディアムパワーモード(ＭＰＭ)とローパ
ワーモード(ＬＰＭ)による増幅動作を説明する図である。
【００４２】
　図７の横軸と縦軸は、図５に示したＲＦ電力増幅器の第１出力整合回路のストリップラ
インＳＬ１の他端から生成されるＲＦ送信増幅出力信号Ｐoutの大きさと最終増幅段のト
ランジスタのコレクタ電流Ｉccの大きさとを示している。
【００４３】
　図７の太い実線ＨＰＭと破線ＭＰＭと一点鎖線ＬＰＭとは、ハイパワーモード(ＨＰＭ)
での第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２のコレクタ電流とメディアムパワ
ーモード(ＭＰＭ)での第２最終段増幅器Ａｍｐ１３のトランジスタＱ１３のコレクタ電流
とローパワーモード(ＬＰＭ)での第３最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２のコ
レクタ電流とをそれぞれ示している。
【００４４】
　図７の一点鎖線ＬＰＭに示したようにローパワーモード(ＬＰＭ)では、最小の素子サイ
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ズを有するトランジスタＱ２２を含んだ第３最終段増幅器Ａｍｐ２２と第２初段増幅器Ａ
ｍｐ２１とで構成されてローパワーモード(ＬＰＭ)の増幅動作を実行して最小ゲインを有
する第３増幅経路が、低入力振幅のＲＦ送信信号Ｐinを高い電力付加効率(ＰＡＥ)で増幅
するものである。
【００４５】
　図７の破線ＭＰＭに示したようにメディアムパワーモード(ＭＰＭ)では、中間の素子サ
イズを有するトランジスタＱ１３を含んだ第２最終段増幅器Ａｍｐ１３と第１初段増幅器
Ａｍｐ１１によって構成されてメディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行して中
間ゲインを有する第２増幅経路が、中間の入力振幅のＲＦ送信信号Ｐinを高い電力付加効
率(ＰＡＥ)で増幅するものである。
【００４６】
　図７の太い実線ＨＰＭに示したようにハイパワーモード(ＨＰＭ)では、最大の素子サイ
ズを有するトランジスタＱ１２を含んだ第１最終段増幅器Ａｍｐ１２と第１初段増幅器Ａ
ｍｐ１１によって構成されてハイパワーモード(ＨＰＭ)の増幅動作を実行して最大ゲイン
を有する第１増幅経路が、高入力振幅のＲＦ送信信号Ｐinを高い電力付加効率(ＰＡＥ)で
増幅するものである。
【００４７】
　図７の細い実線ＤＧ．０９は、ＲＦ電力増幅器の分野においてＤＧ０９曲線と呼ばれる
もので、ＲＦ送信増幅出力信号Ｐoutの各レベルでの使用確率(ＰＤＦ：probability dens
ity function)を示している。
【００４８】
　図７より、細い実線ＤＧ．０９の使用確率(ＰＤＦ)が最大であるのは、図７の破線ＭＰ
Ｍに示したようにメディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作の状態であることが理解さ
れる。
【００４９】
　しかし、本発明に先立って本発明者等によって検討された図５に示したＲＦ電力増幅器
においては、出力整合調整を実行する第２出力整合回路のインダクタンスＬ５は、第１最
終段増幅器Ａｍｐ１２および第２最終段増幅器Ａｍｐ１３の共通出力端子と第３最終段増
幅器Ａｍｐ２２の出力端子との間に接続されている。従って、第１最終段増幅器Ａｍｐ１
２の出力端子と第２最終段増幅器Ａｍｐ１３の出力端子は共通出力端子に直接接続され、
第１最終段増幅器Ａｍｐ１２の出力端子と第２最終段増幅器Ａｍｐ１３の出力端子との間
には、インダクタンスＬ５のようなインダクタンスが接続されない。その結果、第２最終
段増幅器Ａｍｐ１３のトランジスタＱ１３の中間の素子サイズは第１最終段増幅器Ａｍｐ
１２のトランジスタＱ１２の最大の素子サイズに近い比較的大きな素子サイズとなるので
、第２最終段増幅器Ａｍｐ１３を含みメディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行
して中間ゲインを有する第２増幅経路での消費電流と消費電力の削減効果が不十分である
ことが、本発明者等による検討で明らかとされた。
【００５０】
　図８は、メディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作時に消費電流と消費電力の削減効
果を改善するために本発明に先立って本発明者等によって検討された携帯電話端末に搭載
可能なＲＦ電力増幅器の他の構成を示す図である。
【００５１】
　図８に示す本発明に先立って本発明者等によって検討されたＲＦ電力増幅器が図５に示
した本発明に先立って本発明者等によって検討されたＲＦ電力増幅器と相違するのは、下
記の点である。
【００５２】
　すなわち、図８に示した本発明に先立って本発明者等によって検討されたＲＦ電力増幅
器のメディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行して中間ゲインを有する第２増幅
経路は、第２初段増幅器Ａｍｐ２１と第２最終段増幅器Ａｍｐ２２とによって構成されて
いる。
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【００５３】
　更に第２初段増幅器Ａｍｐ２１と第２最終段増幅器Ａｍｐ２２によって構成されメディ
アムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行する第２増幅経路の出力端子は、ハイパワー
モード(ＨＰＭ)の増幅動作を実行するために第１初段増幅器Ａｍｐ１１と第１最終段増幅
器Ａｍｐ１２とによって構成され最大ゲインを有する第１増幅経路の出力端子と、第２出
力整合回路のインダクタンスＬ５によって分離されている。
【００５４】
　更に第２初段増幅器Ａｍｐ２１と第２最終段増幅器Ａｍｐ２２によって構成されメディ
アムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行する第２増幅経路の出力端子は、ローパワー
モード(ＬＰＭ)の増幅動作を実行するために第３初段増幅器Ａｍｐ３１と第３最終段増幅
器Ａｍｐ３２とによって構成され最小ゲインを有する第３増幅経路の出力端子と直接接続
されている。従って、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２の中間の素子サ
イズは第３最終段増幅器Ａｍｐ３２のトランジスタＱ３２の最小の素子サイズに近い比較
的小さな素子サイズとなるので、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２を含みメディアムパワーモ
ード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行して中間ゲインを有する第２増幅経路での消費電流と消費
電力の削減効果を改善することが可能となる。
【００５５】
　《３つの増幅動作モード》
　図２は、図８に示した本発明に先立って本発明者等によって検討されたＲＦ電力増幅器
により実行されるハイパワーモード(ＨＰＭ)とメディアムパワーモード(ＭＰＭ)とローパ
ワーモード(ＬＰＭ)による増幅動作を説明する図である。
【００５６】
　図２の横軸と縦軸は、図８に示したＲＦ電力増幅器の第１出力整合回路のストリップラ
インＳＬ１の他端から生成されるＲＦ送信増幅出力信号Ｐoutの大きさと最終増幅段のト
ランジスタのコレクタ電流Ｉccの大きさとを示している。
【００５７】
　図２の太い実線ＨＰＭと破線ＭＰＭと一点鎖線ＬＰＭとは、ハイパワーモード(ＨＰＭ)
での第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２のコレクタ電流とメディアムパワ
ーモード(ＭＰＭ)での第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２のコレクタ電流
とローパワーモード(ＬＰＭ)での第３最終段増幅器Ａｍｐ３２のトランジスタＱ３２のコ
レクタ電流とをそれぞれ示している。
【００５８】
　図２の一点鎖線ＬＰＭに示したようにローパワーモード(ＬＰＭ)では、最小の素子サイ
ズを有するトランジスタＱ３２を含んだ第３最終段増幅器Ａｍｐ３２と第３初段増幅器Ａ
ｍｐ３１とで構成されてローパワーモード(ＬＰＭ)の増幅動作を実行して最小ゲインを有
する第３増幅経路が、低入力振幅のＲＦ送信信号Ｐinを高い電力付加効率(ＰＡＥ)で増幅
するものである。
【００５９】
　図２の破線ＭＰＭに示したようにメディアムパワーモード(ＭＰＭ)では、中間の素子サ
イズを有するトランジスタＱ２２を含んだ第２最終段増幅器Ａｍｐ２２と第２初段増幅器
Ａｍｐ２１によって構成されてメディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行して中
間ゲインを有する第２増幅経路が、中間の入力振幅のＲＦ送信信号Ｐinを高い電力付加効
率(ＰＡＥ)で増幅するものである。
【００６０】
　図２の太い実線ＨＰＭに示したようにハイパワーモード(ＨＰＭ)では、最大の素子サイ
ズを有するトランジスタＱ１２を含んだ第１最終段増幅器Ａｍｐ１２と第１初段増幅器Ａ
ｍｐ１１によって構成されてハイパワーモード(ＨＰＭ)の増幅動作を実行して最大ゲイン
を有する第１増幅経路が、高入力振幅のＲＦ送信信号Ｐinを高い電力付加効率(ＰＡＥ)で
増幅するものである。
【００６１】
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　図２の細い実線ＤＧ．０９は、ＲＦ電力増幅器の分野においてＤＧ０９曲線と呼ばれる
もので、ＲＦ送信増幅出力信号Ｐoutの各レベルでの使用確率(ＰＤＦ)を示している。
【００６２】
　図２より、細い実線ＤＧ．０９の使用確率(ＰＤＦ)が最大であるのは、図２の破線ＭＰ
Ｍに示したようにメディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作の状態であることが理解さ
れる。
【００６３】
　上述のように図８に示したＲＦ電力増幅器では第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジ
スタＱ２２の中間素子サイズは第３最終段増幅器Ａｍｐ３２のトランジスタＱ３２の最小
素子サイズに近い比較的小さな素子サイズとなるので、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２を含
みメディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行して中間ゲインを有する第２増幅経
路での消費電流と消費電力の削減効果を改善することが可能となる。
【００６４】
　しかしながら、本発明に先立って本発明者等による検討によって、図８に示したＲＦ電
力増幅器では、中間の素子サイズを有するトランジスタＱ２２を含んだ第２最終段増幅器
Ａｍｐ２２と第２初段増幅器Ａｍｐ２１によって構成されて中間ゲインを有する第２増幅
経路がメディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行する際に、増幅動作が不安定と
なる問題が明らかとされた。
【００６５】
　この不安定な増幅動作は、第１増幅経路の第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ
１１のコレクタ・ベース間寄生容量と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２
のコレクタ・ベース間寄生容量とに起因することが、本発明に先立って本発明者等による
検討によって明らかとされた。すなわち、メディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を
実行して中間ゲインを有する第２増幅経路の第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のＲＦ出力信号
は、インダクタンスＬ５と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２の寄生容量と結合容量Ｃ７と第１
初段増幅器Ａｍｐ１１の寄生容量と結合容量Ｃ３、Ｃ４Ａを介して、第２増幅経路の第２
初段増幅器Ａｍｐ２１の入力端子に正帰還の形態で供給される。その結果、この正帰還に
よって、メディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行するために中間ゲインを有す
る第２増幅経路の第２初段増幅器Ａｍｐ２１と第２最終段増幅器Ａｍｐ２２とが、不安定
な発振動作を行うものとなる。不安定な発振動作により、図８に示したＲＦ電力増幅器か
ら生成されるＲＦ送信増幅出力信号Ｐoutには有害なスプリアス成分が含まれ、無線通信
の妨害波が生成される可能性がある。特に、最大の素子サイズを有する第１最終段増幅器
Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２のコレクタ・ベース間寄生容量の容量値が大きいので、
上述した信号経路の信号伝達量が大きくなり、不安定な発振動作が生じるものである。
【００６６】
　図５に示した本発明に先立って本発明者等による検討されたＲＦ電力増幅器でも、第１
増幅経路の第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１のコレクタ・ベース間寄生容
量と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２のコレクタ・ベース間寄生容量と
に起因する不安定増幅動作が発生する可能性は、否定できない。しかし、その際の正帰還
ループは、最小の素子サイズを有するトランジスタＱ２２を含んだ第３最終段増幅器Ａｍ
ｐ２２と第２初段増幅器Ａｍｐ２１によって構成されてローパワーモード(ＬＰＭ)の増幅
動作を実行して最小ゲインを有する第３増幅経路である。しかし、第３増幅経路が最小ゲ
インを有するので、図５に示した本発明に先立って本発明者等による検討されたＲＦ電力
増幅器では、増幅動作が不安定となる問題は存在しなかったものである。
【００６７】
　本発明は、以上のような本発明に先立った本発明者等による検討の結果、なされたもの
である。
【００６８】
　従って、本発明の目的とするところは、高電力動作モードよりも低い電力動作モードで
消費電流と消費電力を削減して、増幅動作の安定性を改善することにある。
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【００６９】
　本発明の前記ならびにその他の目的と新規な特徴は、本明細書の記述および添付図面か
ら明らかになるであろう。
【課題を解決するための手段】
【００７０】
　本願において開示される発明のうちの代表的なものについて簡単に説明すれば下記のと
おりである。
【００７１】
　すなわち、本発明の代表的な実施の形態は、信号入力端子(Ｐａｄ１)と信号出力端子(
Ｐａｄ６)との間に並列に接続された第１増幅経路と第２増幅経路と、前記第１増幅経路
に配置された第１増幅回路(Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２)と、前記第２増幅経路に配置された
第２増幅回路(Ａｍｐ２１、Ａｍｐ２２)とを具備するＲＦ電力増幅器である。
【００７２】
　前記第１増幅回路の第１最終段増幅器(Ａｍｐ１２)は前記信号出力端子(Ｐａｄ６)に出
力電極が接続された第１最終段トランジスタ(Ｑ１２)を含み、前記第２増幅回路の第２最
終段増幅器(Ａｍｐ２２)は前記信号出力端子(Ｐａｄ６)に出力電極が接続された第２最終
段トランジスタ(Ｑ２２)を含む。
【００７３】
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路(Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２)が活性化され、前記第
２増幅経路の前記第２増幅回路(Ａｍｐ２１、Ａｍｐ２２)が非活性化されることによって
、前記第１増幅回路の第１最終段増幅器(Ａｍｐ１２)の前記第１最終段トランジスタ(Ｑ
１２)の前記出力電極から前記信号出力端子(Ｐａｄ６)に第１ＲＦ出力信号が供給される
。
【００７４】
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路(Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２)が非活性化され、前記
第２増幅経路の前記第２増幅回路(Ａｍｐ２１、Ａｍｐ２２)が活性化されることによって
、前記第２増幅回路の第２最終段増幅器(Ａｍｐ２２)の前記第２最終段トランジスタ(Ｑ
２２)の前記出力電極から前記信号出力端子(Ｐａｄ６)に第２ＲＦ出力信号が供給される
。
【００７５】
　前記第２最終段トランジスタ(Ｑ２２)の素子サイズが前記第１最終段トランジスタ(Ｑ
１２)の素子サイズよりも小さなサイズに設定されることによって、前記第１最終段トラ
ンジスタ(Ｑ１２)の前記出力電極から前記信号出力端子に供給される前記第１ＲＦ出力信
号の電力よりも前記第２最終段トランジスタ(Ｑ２２)の前記出力電極から前記信号出力端
子に供給される前記第２ＲＦ出力信号の電力が小さく設定される。
【００７６】
　前記ＲＦ電力増幅器は、前記第１増幅回路の前記第１最終段増幅器(Ａｍｐ１２)に接続
された信号制御回路(Ｃ１６、ＳＷ３)を更に具備する。
【００７７】
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路が非活性化されて、前記第２増幅経路の前記第２
増幅回路が活性化される状態において、前記信号制御回路(Ｃ１６、ＳＷ３)は、前記第１
増幅経路に配置された前記第１増幅回路(Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２)を帰還ループとする前
記信号出力端子(Ｐａｄ６)から前記信号入力端子(Ｐａｄ１)への信号伝達を減衰もしくは
実質的に遮断することを特徴とする(図１参照)。
【発明の効果】
【００７８】
　本願において開示される発明のうち代表的なものによって得られる効果を簡単に説明す
れば下記の通りである。
【００７９】
　すなわち、本発明によれば、高電力動作モードよりも低い電力動作モードで消費電流と
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消費電力を削減して、増幅動作の安定性を改善することができる。
【図面の簡単な説明】
【００８０】
【図１】図１は、携帯電話端末に搭載可能な本発明の実施の形態１によるＲＦ電力増幅器
の構成を示す図である。
【図２】図２は、図１に示した本発明の実施の形態１によるＲＦ電力増幅器および図８に
示した本発明に先立って本発明者等によって検討されたＲＦ電力増幅器により実行される
ハイパワーモード(ＨＰＭ)とメディアムパワーモード(ＭＰＭ)とローパワーモード(ＬＰ
Ｍ)による増幅動作を説明する図である。
【図３】図３は、携帯電話端末に搭載可能な本発明の実施の形態２によるＲＦ電力増幅器
の具体的な構成を示す図である。
【図４】図４は、携帯電話端末に搭載可能な本発明の実施の形態３によるＲＦ電力増幅器
のデュアルバンド送信を可能とするための構成を示す図である。
【図５】図５は、本発明に先立って本発明者等によって検討された携帯電話端末に搭載可
能なＲＦ電力増幅器の構成を示す図である。
【図６】図６は、図１に示した本発明の実施の形態１によるＲＦ電力増幅器および図５に
示した本発明に先立って本発明者等によって検討されたＲＦ電力増幅器に含まれた第２出
力整合回路の動作を説明するためのスミスチャートを示す図である。
【図７】図７は、図５に示した本発明に先立って本発明者等によって検討されたＲＦ電力
増幅器により実行されるハイパワーモード(ＨＰＭ)とメディアムパワーモード(ＭＰＭ)と
ローパワーモード(ＬＰＭ)による増幅動作を説明する図である。
【図８】図８は、メディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作時に消費電流と消費電力の
削減効果を改善するために本発明に先立って本発明者等によって検討された携帯電話端末
に搭載可能なＲＦ電力増幅器の他の構成を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００８１】
１．実施の形態の概要
　まず、本願において開示される発明の代表的な実施の形態について概要を説明する。代
表的な実施の形態についての概要説明で括弧を付して参照する図面の参照符号は、それが
付された構成要素の概念に含まれるものを例示するに過ぎない。
【００８２】
　〔１〕本発明の代表的な実施の形態は、信号入力端子(Ｐａｄ１)と信号出力端子(Ｐａ
ｄ６)との間に並列に接続された第１増幅経路と第２増幅経路と、前記第１増幅経路に配
置された第１増幅回路(Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２)と、前記第２増幅経路に配置された第２
増幅回路(Ａｍｐ２１、Ａｍｐ２２)とを具備するＲＦ電力増幅器である。
【００８３】
　前記第１増幅回路の第１最終段増幅器(Ａｍｐ１２)は前記信号出力端子(Ｐａｄ６)に出
力電極が接続された第１最終段トランジスタ(Ｑ１２)を含み、前記第２増幅回路の第２最
終段増幅器(Ａｍｐ２２)は前記信号出力端子(Ｐａｄ６)に出力電極が接続された第２最終
段トランジスタ(Ｑ２２)を含む。
【００８４】
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路(Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２)が活性化され、前記第
２増幅経路の前記第２増幅回路(Ａｍｐ２１、Ａｍｐ２２)が非活性化されることによって
、前記第１増幅回路の第１最終段増幅器(Ａｍｐ１２)の前記第１最終段トランジスタ(Ｑ
１２)の前記出力電極から前記信号出力端子(Ｐａｄ６)に第１ＲＦ出力信号が供給される
。
【００８５】
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路(Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２)が非活性化され、前記
第２増幅経路の前記第２増幅回路(Ａｍｐ２１、Ａｍｐ２２)が活性化されることによって
、前記第２増幅回路の第２最終段増幅器(Ａｍｐ２２)の前記第２最終段トランジスタ(Ｑ
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２２)の前記出力電極から前記信号出力端子(Ｐａｄ６)に第２ＲＦ出力信号が供給される
。
【００８６】
　前記第２最終段トランジスタ(Ｑ２２)の素子サイズが前記第１最終段トランジスタ(Ｑ
１２)の素子サイズよりも小さなサイズに設定されることによって、前記第１最終段トラ
ンジスタ(Ｑ１２)の前記出力電極から前記信号出力端子に供給される前記第１ＲＦ出力信
号の電力よりも前記第２最終段トランジスタ(Ｑ２２)の前記出力電極から前記信号出力端
子に供給される前記第２ＲＦ出力信号の電力が小さく設定される。
【００８７】
　前記ＲＦ電力増幅器は、前記第１増幅回路の前記第１最終段増幅器(Ａｍｐ１２)に接続
された信号制御回路(Ｃ１６、ＳＷ３)を更に具備する。
【００８８】
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路が非活性化されて、前記第２増幅経路の前記第２
増幅回路が活性化される状態において、前記信号制御回路(Ｃ１６、ＳＷ３)は、前記第１
増幅経路に配置された前記第１増幅回路(Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２)を帰還ループとする前
記信号出力端子(Ｐａｄ６)から前記信号入力端子(Ｐａｄ１)への信号伝達を減衰もしくは
実質的に遮断することを特徴とする(図１参照)。
【００８９】
　前記実施の形態によれば、高電力動作モードよりも低い電力動作モードで消費電流と消
費電力を削減して、増幅動作の安定性を改善することができる。
【００９０】
　好適な実施の形態によれば、前記第２増幅回路の第２最終段増幅器(Ａｍｐ２２)の前記
第２最終段トランジスタ(Ｑ２２)は、前記信号入力端子(Ｐａｄ１)に供給されるＲＦ入力
信号に応答する入力電極を有する。
【００９１】
　前記帰還ループは、前記第２最終段トランジスタ(Ｑ２２)の前記出力電極と前記入力電
極の間の帰還容量を含むことを特徴とするものである(図１参照)。
【００９２】
　他の好適な実施の形態によれば、前記帰還容量は、前記第２最終段トランジスタ(Ｑ２
２)の前記出力電極と前記入力電極の間の寄生容量であることを特徴とするものである(図
１参照)。
【００９３】
　更に他の好適な実施の形態では、前記第１増幅回路の第１最終段増幅器(Ａｍｐ１２)の
前記第１最終段トランジスタ(Ｑ１２)は、前記信号入力端子(Ｐａｄ１)に供給される前記
ＲＦ入力信号に応答する入力電極を有する。
【００９４】
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路(Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２)は前記信号入力端子(
Ｐａｄ１)の前記ＲＦ入力信号がその入力端子に供給される第１初段増幅器(Ａｍｐ１１)
を含み、前記第１最終段増幅器(Ａｍｐ１２)の前記第１最終段トランジスタ(Ｑ１２)の前
記入力電極は前記第１初段増幅器(Ａｍｐ１１)の出力端子から生成される第１初段増幅信
号に応答する。
【００９５】
　前記第２増幅経路の前記第２増幅回路(Ａｍｐ２１、Ａｍｐ２２)は前記信号入力端子(
Ｐａｄ１)の前記ＲＦ入力信号がその入力端子に供給される第２初段増幅器(Ａｍｐ１２)
を含み、前記第２最終段増幅器(Ａｍｐ２２)の前記第２最終段トランジスタ(Ｑ２２)の前
記入力電極は前記第２初段増幅器(Ａｍｐ１２)の出力端子から生成される第２初段増幅信
号に応答することを特徴とするものである(図１参照)。
【００９６】
　より好適な実施の形態では、前記信号制御回路(Ｃ１６、ＳＷ３)は、前記第１増幅経路
の前記第１初段増幅器(Ａｍｐ１１)と前記第１最終段増幅器(Ａｍｐ１２)との段間接続ノ
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ードに接続されたことを特徴とするものである(図１参照)。
【００９７】
　他のより好適な実施の形態において、前記信号制御回路(Ｃ１６、ＳＷ３)は、前記段間
接続ノードと交流的接地電位との間に接続される。
【００９８】
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路が非活性化されて、前記第２増幅経路の前記第２
増幅回路が活性化される前記状態において、前記信号制御回路(Ｃ１６、ＳＷ３)は、前記
帰還ループを介しての前記信号出力端子(Ｐａｄ６)から前記信号入力端子(Ｐａｄ１)への
伝達信号を前記交流的接地電位にバイパスする機能を有することを特徴とするものである
(図１参照)。
【００９９】
　更に他のより好適な実施の形態は、前記交流的接地電位は、直流的接地電位、電源電圧
、前記直流的接地電位と前記電源電圧の間の中間電圧のいずれかであることを特徴とする
ものである(図１参照)。
【０１００】
　別のより好適な実施の形態によるＲＦ電力増幅器は、第１出力整合回路(ＳＬ１、ＳＬ
２、Ｃ１３、Ｃ１４)と、第２出力整合回路(Ｌ５、Ｃ１１、Ｃ１２、ＳＷ２)とを更に具
備する。
【０１０１】
　前記第１出力整合回路の入力端子は前記第１最終段増幅器(Ａｍｐ１２)の前記第１最終
段トランジスタ(Ｑ１２)の前記出力電極に接続され、前記第２出力整合回路の入力端子は
前記第２最終段増幅器(Ａｍｐ２２)の前記第２最終段トランジスタ(Ｑ２２)の前記出力電
極に接続される。
【０１０２】
　前記第２出力整合回路の出力端子は前記第１出力整合回路の前記入力端子と接続され、
前記第１出力整合回路の出力端子はアンテナと接続可能とされる。
【０１０３】
　前記第２出力整合回路の前記出力端子と前記第２出力整合回路の前記入力端子との間に
は誘導性リアクタンス(Ｌ５)が接続され、前記第２出力整合回路の前記入力端子と前記交
流的接地電位との間には容量性リアクタンス(Ｃ１１)が接続されたことを特徴とするもの
である(図１参照)。
【０１０４】
　更に別のより好適な実施の形態では、前記第１増幅経路の前記第１増幅回路が非活性化
されて、前記第２増幅経路の前記第２増幅回路が活性化される前記状態において、第１周
波数(ｆHB)を有する前記ＲＦ入力信号が前記第２増幅経路の前記第２増幅回路によって増
幅される際には、前記第２出力整合回路の前記容量性リアクタンスは所定の値(Ｃ１１)に
設定可能とされる。
【０１０５】
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路が非活性化されて、前記第２増幅経路の前記第２
増幅回路が活性化される前記状態において、前記第１周波数より低い第２周波数(ｆLB)を
有する前記ＲＦ入力信号が前記第２増幅経路の前記第２増幅回路によって増幅される際に
は、前記第２出力整合回路の前記容量性リアクタンスは前記所定の値よりも大きな値(Ｃ
１１＋Ｃ１２)に設定可能とされることを特徴とする(図１参照)。
【０１０６】
　具体的な実施の形態によるＲＦ電力増幅器は、前記信号入力端子(Ｐａｄ１)と前記信号
出力端子(Ｐａｄ６)との間に前記第１増幅経路および前記第２増幅経路と並列に接続され
た第３増幅経路と、前記第３増幅経路に配置された第３増幅回路(Ａｍｐ３１、Ａｍｐ３
２)とを更に具備する。
【０１０７】
　前記第３増幅回路の第３最終段増幅器(Ａｍｐ３２)は、前記第２出力整合回路(Ｌ５、
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Ｃ１１、Ｃ１２、ＳＷ２)の前記入力端子に出力電極が接続された第３最終段トランジス
タ(Ｑ３２)を含む。
【０１０８】
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路(Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２)と前記第２増幅経路の
前記第２増幅回路(Ａｍｐ２１、Ａｍｐ２２)が非活性化され、前記第３増幅経路の前記第
３増幅回路(Ａｍｐ３１、Ａｍｐ３２)が活性化されることによって、前記第３増幅回路の
第３最終段増幅器(Ａｍｐ３２)の前記第３最終段トランジスタ(Ｑ３２)の前記出力電極か
ら前記信号出力端子(Ｐａｄ６)に第３ＲＦ出力信号が供給される。
【０１０９】
　前記第３最終段トランジスタ(Ｑ３２)の素子サイズが、前記第２最終段トランジスタ(
Ｑ２２)の前記素子サイズよりも小さなサイズに設定される。それによって、前記第２最
終段トランジスタ(Ｑ２２)の前記出力電極から前記信号出力端子に供給される前記第２Ｒ
Ｆ出力信号の前記電力よりも前記第３最終段トランジスタ(Ｑ３２)の前記出力電極から前
記信号出力端子に供給される前記第３ＲＦ出力信号の電力が小さく設定されることを特徴
とするものである(図１参照)。
【０１１０】
　他の具体的な実施の形態によるＲＦ電力増幅器は、複数の周波数帯域の送信を可能とす
るＲＦ電力増幅装置において前記複数の周波数帯域の高周波帯域の送信と低周波帯域の送
信とをそれぞれ実行する高周波帯域ＲＦ電力増幅器と低周波帯域ＲＦ電力増幅器との少な
くとも一方を構成することを特徴とするものである(図３参照)。
【０１１１】
　より具体的な実施の形態によるＲＦ電力増幅器は、複数の周波数帯域の送信を可能とす
るＲＦ電力増幅装置において前記複数の周波数帯域の高周波帯域の送信と低周波帯域の送
信とをそれぞれ実行する高周波帯域ＲＦ電力増幅器と低周波帯域ＲＦ電力増幅器の両方を
構成することを特徴とするものである(図３参照)。
【０１１２】
　他のより具体的な実施の形態では、前記第１最終段トランジスタ(Ｑ１２)と前記第２最
終段トランジスタ(Ｑ２２)と前記第３最終段トランジスタ(Ｑ３２)は、モノリシック集積
回路(１)の半導体チップに形成されたバイポーラトランジスタであることを特徴とするも
のである(図１、図３参照)。
【０１１３】
　最も具体的な実施の形態では、前記第１最終段トランジスタ(Ｑ１２)と前記第２最終段
トランジスタ(Ｑ２２)と前記第３最終段トランジスタ(Ｑ３２)は、モノリシック集積回路
(１)の半導体チップに形成された電界効果トランジスタであることを特徴とするものであ
る。
【０１１４】
　〔２〕本発明の別の観点の代表的な実施の形態は、信号入力端子(Ｐａｄ１)と信号出力
端子(Ｐａｄ６)との間に並列に接続された第１増幅経路と第２増幅経路と、前記第１増幅
経路に配置された第１増幅回路(Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２)と、前記第２増幅経路に配置さ
れた第２増幅回路(Ａｍｐ２１、Ａｍｐ２２)とを具備するＲＦ電力増幅器の動作方法であ
る。
【０１１５】
　前記第１増幅回路の第１最終段増幅器(Ａｍｐ１２)は前記信号出力端子(Ｐａｄ６)に出
力電極が接続された第１最終段トランジスタ(Ｑ１２)を含み、前記第２増幅回路の第２最
終段増幅器(Ａｍｐ２２)は前記信号出力端子(Ｐａｄ６)に出力電極が接続された第２最終
段トランジスタ(Ｑ２２)を含む。
【０１１６】
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路(Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２)が活性化され、前記第
２増幅経路の前記第２増幅回路(Ａｍｐ２１、Ａｍｐ２２)が非活性化されることによって
、前記第１増幅回路の第１最終段増幅器(Ａｍｐ１２)の前記第１最終段トランジスタ(Ｑ
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１２)の前記出力電極から前記信号出力端子(Ｐａｄ６)に第１ＲＦ出力信号が供給される
。
【０１１７】
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路(Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２)が非活性化され、前記
第２増幅経路の前記第２増幅回路(Ａｍｐ２１、Ａｍｐ２２)が活性化されることによって
、前記第２増幅回路の第２最終段増幅器(Ａｍｐ２２)の前記第２最終段トランジスタ(Ｑ
２２)の前記出力電極から前記信号出力端子(Ｐａｄ６)に第２ＲＦ出力信号が供給される
。
【０１１８】
　前記第２最終段トランジスタ(Ｑ２２)の素子サイズが前記第１最終段トランジスタ(Ｑ
１２)の素子サイズよりも小さなサイズに設定されることによって、前記第１最終段トラ
ンジスタ(Ｑ１２)の前記出力電極から前記信号出力端子に供給される前記第１ＲＦ出力信
号の電力よりも前記第２最終段トランジスタ(Ｑ２２)の前記出力電極から前記信号出力端
子に供給される前記第２ＲＦ出力信号の電力が小さく設定される。
【０１１９】
　前記ＲＦ電力増幅器は、前記第１増幅回路の前記第１最終段増幅器(Ａｍｐ１２)に接続
された信号制御回路(Ｃ１６、ＳＷ３)を更に具備する。
【０１２０】
　前記第１増幅経路の前記第１増幅回路が非活性化されて、前記第２増幅経路の前記第２
増幅回路が活性化される状態において、前記信号制御回路(Ｃ１６、ＳＷ３)は、前記第１
増幅経路に配置された前記第１増幅回路(Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２)を帰還ループとする前
記信号出力端子(Ｐａｄ６)から前記信号入力端子(Ｐａｄ１)への信号伝達を減衰もしくは
実質的に遮断することを特徴とする(図１参照)。
【０１２１】
　前記実施の形態によれば、高電力動作モードよりも低い電力動作モードで消費電流と消
費電力を削減して、増幅動作の安定性を改善することができる。
【０１２２】
　２．実施の形態の詳細
　次に、実施の形態について更に詳述する。尚、発明を実施するための最良の形態を説明
するための全図において、前記の図と同一の機能を有する部品には同一の符号を付して、
その繰り返しの説明は省略する。
【０１２３】
　［実施の形態１］
　《ＲＦ電力増幅器の本質的な構成》
　図１は、携帯電話端末に搭載可能な本発明の実施の形態１によるＲＦ電力増幅器の構成
を示す図である。
【０１２４】
　図１に示した本発明の実施の形態１によるＲＦ電力増幅器と図８に示した本発明に先立
って本発明者等によって検討されたＲＦ電力増幅器との本質的な相違は、以下の点である
。
【０１２５】
　すなわち、図１の本発明の実施の形態１のＲＦ電力増幅器は、中間ゲインの増幅動作を
実行する第２増幅経路の第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のＲＦ出力信号の以下に説明する帰
還経路を介しての第２増幅経路の第２初段増幅器Ａｍｐ２１の入力端子への帰還量を低減
する信号制御回路Ｃ１６、ＳＷ３を特に具備することを特徴とする。上述の帰還経路は、
インダクタンスＬ５、第１最終段増幅器Ａｍｐ１２の寄生容量および第１初段増幅器Ａｍ
ｐ１１の寄生容量、結合容量Ｃ７、Ｃ３、Ｃ４Ａによって形成される。
【０１２６】
　より具体的には、この信号制御回路Ｃ１６、ＳＷ３は、図１に示した本発明の実施の形
態１によるＲＦ電力増幅器がメディアムパワーモード(ＭＰＭ)での電力増幅を実行する際
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に、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のＲＦ出力端子から第２初段増幅器Ａｍｐ２１の入力端
子への帰還信号を交流的接地電位にバイパスする機能を有するものである。その結果、第
２最終段増幅器Ａｍｐ２２のＲＦ出力端子から第２初段増幅器Ａｍｐ２１の入力端子への
帰還量が低減されるので、不安定な発振動作を防止できるのでＲＦ電力増幅器の増幅動作
の安定性を改善することが可能となる。
【０１２７】
　以下に、図１に示した本発明の実施の形態１によるＲＦ電力増幅器の具体的な構成を説
明する。
【０１２８】
　《ＲＦ電力増幅器の具体的な構成》
　図１に示したように、本発明の実施の形態１によるＲＦ電力増幅器は、モノリシックマ
イクロ波集積回路(ＭＭＩＣ)１とＲＦパワーモジュールのプリント配線基板(ＰＣＢ)２と
を含んでいる。
【０１２９】
　モノリシックマイクロ波集積回路(ＭＭＩＣ)１は、第１初段増幅器Ａｍｐ１１と第２初
段増幅器Ａｍｐ２１と第３初段増幅器Ａｍｐ３１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２と第２最
終段増幅器Ａｍｐ２２と第３最終段増幅器Ａｍｐ３２と容量Ｃ１～容量Ｃ１２、Ｃ１６と
インダクタＬ１を含んでいる。容量Ｃ１～容量Ｃ１２、Ｃ１６は、モノリシックマイクロ
波集積回路(ＭＭＩＣ)１のＧａＡｓ等の化合物半導体基板の主表面に半導体製造プロセス
によって製造される金属・絶縁体・金属(ＭＩＭ)の積層構造容量によって構成される。イ
ンダクタＬ１は、モノリシックマイクロ波集積回路(ＭＭＩＣ)１のＧａＡｓ等の化合物半
導体基板の主表面に半導体製造プロセスにより製造される金属のスパイラルインダクタに
よって構成される。
【０１３０】
　ＲＦパワーモジュールのプリント配線基板(ＰＣＢ)２は、複数の容量Ｃ５、Ｃ６、Ｃ１
３、Ｃ１４と複数のインダクタＬ２、Ｌ３、Ｌ４～Ｌ６、ストリップラインＳＬ１～ＳＬ
４、抵抗Ｒ１を含んでいる。複数の容量Ｃ５、Ｃ６、Ｃ１３～Ｃ１５と複数のインダクタ
Ｌ２、Ｌ３、Ｌ４～Ｌ６と抵抗Ｒ１との受動部品は、上述の「０６０３」型と呼ばれる表
面実装デバイス(ＳＭＤ)によって構成される。ストリップラインＳＬ１～ＳＬ４は、プリ
ント配線基板(ＰＣＢ)２の主表面に製造された導電性配線薄膜によって構成される。スト
リップラインＳＬ１、ＳＬ２はインダクタとして機能する一方、ストリップラインＳＬ３
、ＳＬ４と抵抗Ｒ１とはパワー検出のための方向性結合器(Directional Coupler)として
機能する。
【０１３１】
　第１初段増幅器Ａｍｐ１１と第２初段増幅器Ａｍｐ２１と第３初段増幅器Ａｍｐ３１と
第１最終段増幅器Ａｍｐ１２と第２最終段増幅器Ａｍｐ２２と第３最終段増幅器Ａｍｐ３
２とは、それぞれＮＰＮ型のヘテロ接合バイポーラトランジスタＱ１１、Ｑ２１、Ｑ３１
、Ｑ１２、Ｑ２２、Ｑ３２を含んでいる。第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ
１２は最大の素子サイズ(エミッタ面積)を有する一方、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のト
ランジスタＱ２２の素子サイズは第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２の素
子サイズよりも小さく設定されて、第３最終段増幅器Ａｍｐ３２のトランジスタＱ２２の
素子サイズは第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２の素子サイズよりも小さ
く設定されている。
【０１３２】
　従って、最大の素子サイズを有するトランジスタＱ１２を含んだ第１最終段増幅器Ａｍ
ｐ１２と第１初段増幅器Ａｍｐ１１とは、ハイパワーモード(ＨＰＭ)の増幅動作を実行し
て最大ゲインを有する第１増幅経路を構成する。更に、中間の素子サイズを有するトラン
ジスタＱ２２を含んだ第２最終段増幅器Ａｍｐ２２と第２初段増幅器Ａｍｐ２１とは、メ
ディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行して中間ゲインを有する第２増幅経路を
構成する。また更に、最小の素子サイズを有するトランジスタＱ３２を含んだ第３最終段
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増幅器Ａｍｐ３２と第３初段増幅器Ａｍｐ３１とは、ローパワーモード(ＬＰＭ)の増幅動
作を実行して最小ゲインを有する第３増幅経路を構成する。
【０１３３】
　図示されていない無線周波数信号処理集積回路(ＲＦＩＣ)から生成されるＲＦ送信信号
Ｐinはパッド端子Ｐａｄ１に供給され、パッド端子Ｐａｄ１は入力整合回路の容量Ｃ１の
一端に接続され、容量Ｃ１の他端は入力整合回路のインダクタＬ１の一端に接続され、イ
ンダクタＬ１の他端は接地電位に接続される。更に、パッド端子Ｐａｄ１は容量Ｃ２の一
端に接続され、容量Ｃ２の他端はパッド端子Ｐａｄ２に接続され、このパッド端子Ｐａｄ
２はプリント配線基板(ＰＣＢ)２の第１スイッチＳＷ１を介して接地電位に接続される。
尚、第１スイッチＳＷ１は図１に示した本発明の実施の形態１によるＲＦ電力増幅器がマ
ルチバンドの最低周波数のＲＦ送信信号を増幅する際にオン状態に制御され、パッド端子
Ｐａｄ２と接地電位の間の容量Ｃ２によって、容量Ｃ１とインダクタＬ１から構成される
入力整合回路の入力インピーダンスを調整する。
【０１３４】
　従って、入力整合回路の容量Ｃ１の他端と入力整合回路のインダクタＬ１の一端の接続
ノードのＲＦ送信信号Ｐinは、結合容量Ｃ３と結合容量Ｃ４Ａと結合容量Ｃ４Ｂとを介し
て、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１のベース電極と第２初段増幅器Ａｍ
ｐ２１のトランジスタＱ２１のベース電極と第３初段増幅器Ａｍｐ３１のトランジスタＱ
３１のベース電極とにそれぞれ供給される。尚、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジス
タＱ１１のエミッタ電極と第２初段増幅器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１のエミッタ電
極と第３初段増幅器Ａｍｐ３１のトランジスタＱ３１のエミッタ電極が接地電位に接続さ
れることによって、トランジスタＱ１１、Ｑ２１、Ｑ３１はエミッタ接地増幅トランジス
タとして機能する。
【０１３５】
　第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１のコレクタ電極はパッド端子Ｐａｄ４
とＲＦチョークコイルとして機能するインダクタＬ２を介して電源電圧Ｖccに接続され、
インダクタＬ２の一端と接地電位との間には容量Ｃ５が接続され、容量Ｃ５は電源電圧Ｖ
ccに含まれる電源リップル成分を減衰するデカップリング容量として機能する。また第２
初段増幅器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１のコレクタ電極と第３初段増幅器Ａｍｐ３１
のトランジスタＱ３１のコレクタ電極はパッド端子Ｐａｄ３とＲＦチョークコイルとして
機能するインダクタＬ３を介して電源電圧Ｖccに接続されて、インダクタＬ３の一端と接
地電位との間には容量Ｃ６が接続され、容量Ｃ６は電源電圧Ｖccに含まれる電源リップル
成分を減衰するデカップリング容量として機能する。
【０１３６】
　第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１のコレクタ電極から生成される第１初
段ＲＦ増幅信号は、結合容量Ｃ７を介して、第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタ
Ｑ１２のベース電極に供給される。尚、第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１
２のエミッタ電極が接地電位に接続されることによって、トランジスタＱ１２はエミッタ
接地増幅トランジスタとして機能する。第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１
２のコレクタ電極は、パッド端子Ｐａｄ６、Ｐａｄ７と接続されている。パッド端子Ｐａ
ｄ６に接続されたストリップラインＳＬ１、ＳＬ２と容量Ｃ１３、Ｃ１４は第１出力整合
回路を構成して、ストリップラインＳＬ１の中間タップと電源電圧Ｖccとの間に接続され
たインダクタＬ６はトランジスタＱ１２のコレクタ負荷であるＲＦチョークコイルとして
機能する。更にパッド端子Ｐａｄ６とパッド端子Ｐａｄ４との間に接続された容量Ｃ１０
とパッド端子Ｐａｄ４と接地電位の間に接続されたインダクタＬ４とは、２次高調波トラ
ップ回路を構成する。すなわち、２次高調波トラップ回路の容量Ｃ１０とインダクタＬ４
との直列接続はＲＦ送信増幅出力信号Ｐoutの基本周波数の２倍の２次高調波周波数で直
列共振するので、略ゼロΩの極めて低い直列共振インピーダンスよって２次高調波周波数
成分は接地電位にバイパスされることが可能となる。
【０１３７】
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　ストリップラインＳＬ１、ＳＬ２と容量Ｃ１３、Ｃ１４から構成された第１出力整合回
路は、容量Ｃ１５を介して方向性結合器の主線路であるストリップラインＳＬ１の一端に
接続されて、ストリップラインＳＬ１の他端からＲＦ送信増幅出力信号Ｐoutが生成され
る。また方向性結合器の副線路であるストリップラインＳＬ２が方向性結合器の主線路で
あるストリップラインＳＬ１と電磁気結合され、方向性結合器の副線路のストリップライ
ンＳＬ２の一端が終端抵抗Ｒ１を介して接地電位に接続されることによって、ストリップ
ラインＳＬ２の他端から出力検出電圧Ｖdetが生成される。上述の第１出力整合回路は、
第１最終段増幅器Ａｍｐ１２の数Ωの出力インピーダンスとストリップラインＳＬ１の他
端に接続される５０Ωの送信アンテナの入力インピーダンスの整合を実行する。すなわち
、上述した第１出力整合回路の入力インピーダンスが数Ωに設定されることによって、第
１最終段増幅器Ａｍｐ１２の出力インピーダンスと第１出力整合回路の入力インピーダン
スが整合する。その結果、第１最終段増幅器Ａｍｐ１２の出力と第１出力整合回路の入力
との間でのＲＦ信号の反射を、十分低減することが可能となる。更に、容量Ｃ１５と方向
性結合器を含んだ上述の第１出力整合回路の出力インピーダンスが５０Ωに設定されるこ
とによって、第１出力整合回路の出力インピーダンスと５０Ωの送信アンテナの入力イン
ピーダンスが整合する。その結果、第１出力整合回路の出力と送信アンテナの入力との間
のＲＦ信号の反射を、十分低減することが可能となる。
【０１３８】
　第２初段増幅器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１のコレクタ電極から生成される第２初
段ＲＦ増幅信号は、結合容量Ｃ８を介して、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタ
Ｑ２２のベース電極に供給される。尚、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２
２のエミッタ電極が接地電位に接続されることによって、トランジスタＱ２２はエミッタ
接地増幅トランジスタとして機能する。
【０１３９】
　第３初段増幅器Ａｍｐ３１のトランジスタＱ３１のコレクタ電極から生成される第３初
段ＲＦ増幅信号は、結合容量Ｃ９を介して、第３最終段増幅器Ａｍｐ３２のトランジスタ
Ｑ３２のベース電極に供給される。尚、第３最終段増幅器Ａｍｐ３２のトランジスタＱ３
２のエミッタ電極が接地電位に接続されることによって、トランジスタＱ３２はエミッタ
接地増幅トランジスタとして機能する。
【０１４０】
　尚、第２初段増幅器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１のコレクタ電極と第３初段増幅器
Ａｍｐ３１のトランジスタＱ３１のコレクタ電極とはパッド端子Ｐａｄ３に共通接続され
て、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２のコレクタ電極と第３最終段増幅
器Ａｍｐ３２のトランジスタＱ３２のコレクタ電極とはパッド端子Ｐａｄ８に共通接続さ
れている。
【０１４１】
　更に、パッド端子Ｐａｄ７とパッド端子Ｐａｄ８の間に接続されたインダクタＬ５と、
パッド端子Ｐａｄ８と接地電位の間に接続された容量Ｃ１１と、パッド端子Ｐａｄ８と接
地電位の間に接続された容量Ｃ１２と第２スイッチＳＷ２とは、第２出力整合回路を構成
する。すなわち、この第２出力整合回路は、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２および第３最終
段増幅器Ａｍｐ３２の数十Ωの共通出力インピーダンスと上述した第１出力整合回路の数
Ωの入力インピーダンスの間の整合を実行する。すなわち、第２出力整合回路の入力イン
ピーダンスが数十Ωに設定されることによって、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２および第３
最終段増幅器Ａｍｐ３２の共通出力インピーダンスと第２出力整合回路の入力インピーダ
ンスとが整合する。その結果、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２および第３最終段増幅器Ａｍ
ｐ３２の共通出力と第２出力整合回路の入力の間でのＲＦ信号の反射を、十分に低減する
ことが可能となる。更に第２出力整合回路の出力インピーダンスが数Ωに設定され、第２
出力整合回路の出力インピーダンスと第１出力整合回路の入力インピーダンスとが整合す
る。その結果、第２出力整合回路の出力と第１出力整合回路の入力との間でのＲＦ信号の
反射を、十分に低減することが可能となる。
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【０１４２】
　図１に示したＲＦ電力増幅器の第２出力整合回路は、上述したようにインダクタＬ５と
容量Ｃ１１、Ｃ１２と第２スイッチＳＷ２とによって構成されている。
【０１４３】
　インダクタＬ５の一端は第１最終段増幅器Ａｍｐ１２の出力端子と第１出力整合回路の
入力端子と第２出力整合回路の出力端子とに接続され、インダクタＬ５の他端は第２最終
段増幅器Ａｍｐ２２および第３最終段増幅器Ａｍｐ３２の共通出力端子と第２出力整合回
路の入力端子に接続されている。更に、第２出力整合回路は、パッド端子Ｐａｄ７とパッ
ド端子Ｐａｄ８の間に接続されたインダクタＬ５と、パッド端子Ｐａｄ８と接地電位の間
に接続された容量Ｃ１１と、パッド端子Ｐａｄ８と接地電位の間に接続された容量Ｃ１２
と第２スイッチＳＷ２とによって構成されている。
【０１４４】
　更に、携帯電話端末に搭載されるＲＦ信号処理半導体集積回路とベースバンドプロセッ
サのいずれかから生成される周波数バンド選択信号によって、第２スイッチＳＷ２のオン
状態とオフ状態は制御される。すなわち、周波数バンド選択信号がマルチバンドの高バン
ド送信周波数ｆHBを選択する場合には、第２スイッチＳＷ２はオフ状態に制御され、第２
出力整合回路の容量値は第１容量Ｃ１１のみで決定される。また周波数バンド選択信号が
マルチバンドの低バンド送信周波数ｆLBを選択する場合には、第２スイッチＳＷ２はオン
状態に制御され、第２出力整合回路の容量値は第１容量Ｃ１１と第２容量Ｃ１２の並列容
量で決定される。
【０１４５】
　また上述した第２出力整合回路では、第１容量Ｃ１１は略６ｐＦの容量値に設定されて
、第２容量Ｃ１２は略２ｐＦの容量値に設定されて、インダクタＬ５は略３ｎＨのインダ
クタンスに設定されている。
【０１４６】
　《ハイパワーモード(ＨＰＭ)による増幅》
　図１に示したＲＦ電力増幅器がハイパワーモード(ＨＰＭ)での電力増幅を実行する場合
には、例えば携帯電話端末に搭載されるＲＦ信号処理半導体集積回路(ＲＦＩＣ)とベース
バンドプロセッサとのいずれかから高電力モード信号ＨＰＭが生成される。高電力モード
信号ＨＰＭに応答して、適切なベースバイアス電圧が、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトラ
ンジスタＱ１１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２の各ベース電極に供
給される。一方、高電力モード信号ＨＰＭに応答して、第２初段増幅器Ａｍｐ２１のトラ
ンジスタＱ２１と第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２と第３初段増幅器Ａ
ｍｐ３１のトランジスタＱ３１と第３最終段増幅器Ａｍｐ３２のトランジスタＱ３２との
各ベース電極に供給されるベースバイアス電圧は、トランジスタＱ２１、Ｑ２２、Ｑ３１
、Ｑ３２のしきい値電圧以下の例えばゼロボルトに設定される。
【０１４７】
　従って、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１
２のトランジスタＱ１２とは、適切なベースバイアス電圧によって活性状態に制御される
。一方、第２初段増幅器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１と第２最終段増幅器Ａｍｐ２２
のトランジスタＱ２２と第３初段増幅器Ａｍｐ３１のトランジスタＱ３１と第３最終段増
幅器Ａｍｐ３２のトランジスタＱ３２は、しきい値電圧以下のベースバイアス電圧によっ
て非活性状態に制御される。
【０１４８】
　その結果、パッド端子Ｐａｄ１に供給されるＲＦ送信信号Ｐinは、第１初段増幅器Ａｍ
ｐ１１のトランジスタＱ１１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２とによ
って増幅される。すなわち、最大の素子サイズを有するトランジスタＱ１２を含んだ第１
最終段増幅器Ａｍｐ１２と第１初段増幅器Ａｍｐ１１によって構成されてハイパワーモー
ド(ＨＰＭ)の増幅動作を実行して最大ゲインを有する第１増幅経路によってＲＦ送信信号
Ｐinが増幅されることによって、ＲＦ送信増幅出力信号Ｐoutが第１出力整合回路と方向
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性結合器とを介して生成される。
【０１４９】
　《メディアムパワーモード(ＭＰＭ)による増幅》
　図１に示したＲＦ電力増幅器がメディアムパワーモード(ＭＰＭ)での電力増幅を実行す
る場合には、例えば携帯電話端末に搭載されるＲＦ信号処理半導体集積回路(ＲＦＩＣ)と
ベースバンドプロセッサとのいずれかから中間電力モード信号ＭＰＭが生成される。中間
電力モード信号ＭＰＭに応答して、適切なベースバイアス電圧が、第２初段増幅器Ａｍｐ
２１のトランジスタＱ２１と第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２の各ベー
ス電極に供給される。一方、中間電力モード信号ＭＰＭに応答して、第１初段増幅器Ａｍ
ｐ１１のトランジスタＱ１１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２と第３
初段増幅器Ａｍｐ３１のトランジスタＱ３１と第３最終段増幅器Ａｍｐ３２のトランジス
タＱ３２の各ベース電極に供給されるベースバイアス電圧は、トランジスタＱ１１、Ｑ１
２、Ｑ３１、Ｑ３２のしきい値電圧以下の例えばゼロボルトに設定される。
【０１５０】
　従って、第２初段増幅器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１と第２最終段増幅器Ａｍｐ２
２のトランジスタＱ２２は、適切なベースバイアス電圧によって活性状態に制御される。
一方、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２の
トランジスタＱ１２と第３初段増幅器Ａｍｐ３１のトランジスタＱ３１と第３最終段増幅
器Ａｍｐ３２のトランジスタＱ３２は、しきい値電圧以下のベースバイアス電圧によって
非活性状態に制御される。
【０１５１】
　その結果、パッド端子Ｐａｄ１に供給されるＲＦ送信信号Ｐinは、第２初段増幅器Ａｍ
ｐ２１のトランジスタＱ２１のトランジスタＱ２１と第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のトラ
ンジスタＱ２２によって増幅される。すなわち、中間の素子サイズを有するトランジスタ
Ｑ２２を含んだ第２最終段増幅器Ａｍｐ２２と第２初段増幅器Ａｍｐ２１によって構成さ
れてメディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行して中間ゲインを有する第２増幅
経路によってＲＦ送信信号Ｐinが増幅されることによって、ＲＦ送信増幅出力信号Ｐout
が第２出力整合回路と第１出力整合回路と方向性結合器とを介して生成される。
【０１５２】
　《ローパワーモード(ＬＰＭ)による増幅》
　図１に示したＲＦ電力増幅器がローパワーモード(ＬＰＭ)での電力増幅を実行する場合
には、例えば携帯電話端末に搭載されるＲＦ信号処理半導体集積回路(ＲＦＩＣ)とベース
バンドプロセッサとのいずれかから低電力モード信号ＬＰＭが生成される。低電力モード
信号ＬＰＭに応答して、適切なベースバイアス電圧が、第３初段増幅器Ａｍｐ３１のトラ
ンジスタＱ３１と第３最終段増幅器Ａｍｐ３２のトランジスタＱ３２の各ベース電極に供
給される。一方、低電力モード信号ＬＰＭに応答して、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトラ
ンジスタＱ１１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２と第２初段増幅器Ａ
ｍｐ２１のトランジスタＱ２１と第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２の各
ベース電極に供給されるベースバイアス電圧は、トランジスタＱ１１、Ｑ１２、Ｑ２１、
Ｑ２２のしきい値電圧以下の例えばゼロボルトに設定される。
【０１５３】
　従って、第３初段増幅器Ａｍｐ３１のトランジスタＱ３１と第３最終段増幅器Ａｍｐ３
２のトランジスタＱ３２とは、適切なベースバイアス電圧によって活性状態に制御される
。一方、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２
のトランジスタＱ１２と第２初段増幅器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１と第２最終段増
幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２とは、しきい値電圧以下のベースバイアス電圧によ
って非活性状態に制御される。
【０１５４】
　その結果、パッド端子Ｐａｄ１に供給されるＲＦ送信信号Ｐinは、第３初段増幅器Ａｍ
ｐ３１のトランジスタＱ３１と第３最終段増幅器Ａｍｐ３２のトランジスタＱ３２とによ
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って増幅される。すなわち、最小の素子サイズを有するトランジスタＱ３２を含んだ第３
最終段増幅器Ａｍｐ３２と第３初段増幅器Ａｍｐ３１とによって構成されローパワーモー
ド(ＬＰＭ)の増幅動作を実行して最小ゲインを有する第３増幅経路によってＲＦ送信信号
Ｐinが増幅されることによって、ＲＦ送信増幅出力信号Ｐoutが第２出力整合回路と第１
出力整合回路と方向性結合器とを介して生成される。
【０１５５】
　《第２出力整合回路の動作》
　図６は、図１に示したＲＦ電力増幅器に含まれた第２出力整合回路の動作を説明するた
めのスミスチャートを示す図である。
【０１５６】
　尚、図６では、動作の理解を容易とするために、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２および第
３最終段増幅器Ａｍｐ３２の共通出力インピーダンスＺｏｕｔ＿ＳＡは、実際の数十Ωよ
りも大きな値とされている。
【０１５７】
　図６では抵抗値がゼロ(０)の点と抵抗値が無限大(∞)の点とを結ぶ直線上に、第１最終
段増幅器Ａｍｐ１２の比較的小さな出力インピーダンスＺｏｕｔ＿ＭＡと第２最終段増幅
器Ａｍｐ２２および第３最終段増幅器Ａｍｐ３２の比較的大きな共通出力インピーダンス
Ｚｏｕｔ＿ＳＡとが示されている。第１最終段増幅器Ａｍｐ１２の比較的小さな出力イン
ピーダンスＺｏｕｔ＿ＭＡは、抵抗値がゼロ(０)の点より若干右側に位置している。第２
最終段増幅器Ａｍｐ２２および第３最終段増幅器Ａｍｐ３２の比較的大きな共通出力イン
ピーダンスＺｏｕｔ＿ＳＡは抵抗値が５０Ωの点の右側に示されているが、実際は抵抗値
が２５Ωの点と抵抗値が５０Ωの点との間の点に実際には位置するものである。
【０１５８】
　更に、図６には、第１最終段増幅器Ａｍｐ１２の比較的小さな出力インピーダンスＺｏ
ｕｔ＿ＭＡと略等しいインピーダンスに整合された第１出力整合回路の入力インピーダン
スＺｉｎ＿ＭＮも示されている。
【０１５９】
　従って、図１に示したＲＦ電力増幅器がメディアムパワーモード(ＭＰＭ)またはローパ
ワーモード(ＬＰＭ)の増幅動作を実行する場合、すなわち第１最終段増幅器Ａｍｐ１２が
非活性状態に制御されて、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２または第３最終段増幅器Ａｍｐ３
２が活性状態に制御される場合には、第２出力整合回路は以下に説明するインピーダンス
整合動作を実行する必要がある。
【０１６０】
　すなわち、第２出力整合回路は、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２および第３最終段増幅器
Ａｍｐ３２の共通出力インピーダンスＺｏｕｔ＿ＳＡと第１出力整合回路の入力インピー
ダンスＺｉｎ＿ＭＮとの間でインピーダンス整合動作を実行する必要がある。
【０１６１】
　すなわち、第２出力整合回路のインダクタＬ５によってインダクタＬ５の他端でのイン
ピーダンスＺＬは、第１出力整合回路３の入力インピーダンスＺｉｎ＿ＭＮから出発して
定抵抗円の円弧の上で時計方向に移動する。その際の移動量は、インダクタＬ５のインピ
ーダンスｊωＬ５に対応するωＬ５の大きさとなる。尚、ωは、角周波数である。
【０１６２】
　更に、第２出力整合回路の容量Ｃ１１によって容量Ｃ１１の一端でのインピーダンスは
、インダクタＬ５の他端でのインピーダンスＺＬから出発して定コンダクタンス円の円弧
の上で時計方向に移動する。その際の移動量は、容量Ｃ１１のアドミッタンスｊωＣ１１
に対応するωＣ１１の大きさとなる。
【０１６３】
　従って、インダクタＬ５による移動量ωＬ５と容量Ｃ１１による移動量ωＣ１１との合
計による移動先は、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２および第３最終段増幅器Ａｍｐ３２の共
通出力インピーダンスＺｏｕｔ＿ＳＡと一致する必要がある。この一致によって、第２最
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終段増幅器Ａｍｐ２２および第３最終段増幅器Ａｍｐ３２の共通出力インピーダンスＺｏ
ｕｔ＿ＳＡと第１出力整合回路の入力インピーダンスＺｉｎ＿ＭＮとは、第２出力整合回
路によって略無損失で整合されることが可能となる。
【０１６４】
　一方、高バンドの送信周波数ｆHBを有するＲＦ送信信号Ｐinを図１に示したＲＦ電力増
幅器の第２最終段増幅器Ａｍｐ２２または第３最終段増幅器Ａｍｐ３２によって増幅する
場合には、大きな角周波数ωに対応して、移動量ωＣ１１が大きいので、第２出力整合回
路の容量値は第１容量Ｃ１１のみで決定される。その結果、図６に示したように、第１容
量Ｃ１１のみを使用して、インダクタＬ５による移動量ωＬ５と容量Ｃ１１による移動量
ωＣ１１との合計による移動先を、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２および第３最終段増幅器
Ａｍｐ３２の共通出力インピーダンスＺｏｕｔ＿ＳＡと一致させることが可能となる。
【０１６５】
　一方、低バンドの送信周波数ｆLBを有するＲＦ送信信号Ｐinを図１に示したＲＦ電力増
幅器の第２最終段増幅器Ａｍｐ２２または第３最終段増幅器Ａｍｐ３２によって増幅する
場合には、小さな角周波数ωに対応して、移動量ωＣ１１が小さいので、第２出力整合回
路の容量値は第１容量Ｃ１１と第２容量Ｃ１２の並列容量で決定される。その結果、図６
に示すように、第１容量Ｃ１１と第２容量Ｃ１２の並列容量を使用して、インダクタＬ５
による移動量ωＬ５と並列容量Ｃ１１＋Ｃ１２による移動量ω(Ｃ１１＋Ｃ１２)との合計
による移動先を、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２および第３最終段増幅器Ａｍｐ３２の共通
出力インピーダンスＺｏｕｔ＿ＳＡと一致させることが可能となる。
【０１６６】
　尚、図１に示した本発明の実施の形態１によるＲＦ電力増幅器の第２出力整合回路では
、第１容量Ｃ１１は略６ｐＦの容量値に設定され、第２容量Ｃ１２は略２ｐＦの容量値に
設定されて、インダクタＬ５は略３ｎＨのインダクタンスに設定される。
【０１６７】
　《３つの増幅動作モード》
　図２は、図１に示した本発明の実施の形態１によるＲＦ電力増幅器によって実行される
ハイパワーモード(ＨＰＭ)とメディアムパワーモード(ＭＰＭ)とローパワーモード(ＬＰ
Ｍ)による増幅動作を説明する図である。
【０１６８】
　図２の横軸と縦軸は、図１に示したＲＦ電力増幅器の第１出力整合回路のストリップラ
インＳＬ１の他端から生成されるＲＦ送信増幅出力信号Ｐoutの大きさと最終増幅段のト
ランジスタのコレクタ電流Ｉccの大きさとを示している。
【０１６９】
　図２の太い実線ＨＰＭと破線ＭＰＭと一点鎖線ＬＰＭとは、ハイパワーモード(ＨＰＭ)
での第１最終段増幅器Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２のコレクタ電流とメディアムパワ
ーモード(ＭＰＭ)での第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２のコレクタ電流
とローパワーモード(ＬＰＭ)での第３最終段増幅器Ａｍｐ３２のトランジスタＱ３２のコ
レクタ電流とをそれぞれ示している。
【０１７０】
　図２の一点鎖線ＬＰＭに示したようにローパワーモード(ＬＰＭ)では、最小の素子サイ
ズを有するトランジスタＱ３２を含んだ第３最終段増幅器Ａｍｐ３２と第３初段増幅器Ａ
ｍｐ３１とで構成されてローパワーモード(ＬＰＭ)の増幅動作を実行して最小ゲインを有
する第３増幅経路が、低入力振幅のＲＦ送信信号Ｐinを高い電力付加効率(ＰＡＥ)で増幅
するものである。
【０１７１】
　図２の破線ＭＰＭに示したようにメディアムパワーモード(ＭＰＭ)では、中間の素子サ
イズを有するトランジスタＱ２２を含んだ第２最終段増幅器Ａｍｐ２２と第２初段増幅器
Ａｍｐ２１によって構成されてメディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行して中
間ゲインを有する第２増幅経路が、中間の入力振幅のＲＦ送信信号Ｐinを高い電力付加効
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率(ＰＡＥ)で増幅するものである。
【０１７２】
　図２の太い実線ＨＰＭに示したようにハイパワーモード(ＨＰＭ)では、最大の素子サイ
ズを有するトランジスタＱ１２を含んだ第１最終段増幅器Ａｍｐ１２と第１初段増幅器Ａ
ｍｐ１１によって構成されてハイパワーモード(ＨＰＭ)の増幅動作を実行して最大ゲイン
を有する第１増幅経路が、高入力振幅のＲＦ送信信号Ｐinを高い電力付加効率(ＰＡＥ)で
増幅するものである。
【０１７３】
　図２の細い実線ＤＧ．０９は、ＲＦ電力増幅器の分野においてＤＧ０９曲線と呼ばれる
もので、ＲＦ送信増幅出力信号Ｐoutの各レベルでの使用確率(ＰＤＦ)を示している。
【０１７４】
　図２より、細い実線ＤＧ．０９の使用確率(ＰＤＦ)が最大であるのは、図２の破線ＭＰ
Ｍに示したようにメディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作の状態であることが理解さ
れる。
【０１７５】
　上述のように、図１に示した本発明の実施の形態１によるＲＦ電力増幅器では、第２最
終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２の中間素子サイズは第３最終段増幅器Ａｍｐ
３２のトランジスタＱ３２の最小素子サイズに近い比較的小さな素子サイズとなる。従っ
て、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２を含みメディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実
行して中間ゲインを有する第２増幅経路での消費電流と消費電力の削減効果を、改善する
ことが可能となる。
【０１７６】
　《安定性の向上のための信号制御回路》
　図１に示した本発明の実施の形態１によるＲＦ電力増幅器は、図８に示した本発明に先
立って本発明者等によって検討されたＲＦ電力増幅器の増幅動作の不安定性を解消するた
めに、安定性向上のための信号制御回路を構成する容量Ｃ１６と第３スイッチＳＷ３を具
備したものである。
【０１７７】
　すなわち、図１の本発明の実施の形態１のＲＦ電力増幅器は、中間ゲインの増幅動作を
実行する第２増幅経路の第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のＲＦ出力信号のインダクタンスＬ
５、第１最終段増幅器Ａｍｐ１２および第１初段増幅器Ａｍｐ１１の寄生容量、結合容量
Ｃ７、Ｃ３、Ｃ４Ａを介する第２増幅経路の第２初段増幅器Ａｍｐ２１の入力端子への帰
還量を低減する信号制御回路Ｃ１６、ＳＷ３を具備したものである。
【０１７８】
　図１に示したように、信号制御回路を構成する容量Ｃ１６の一端はハイパワーモード(
ＨＰＭ)の増幅動作を実行して最大ゲインを有する第１増幅経路の第１初段増幅器Ａｍｐ
１１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２との段間接続ノードに接続され、容量Ｃ１６の他端は
パッド端子Ｐａｄ１０に接続されている。具体的な例では、容量Ｃ１６の一端が接続され
る段間接続ノードは、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１のコレクタ電極と
結合容量Ｃ７の一端との共通接続ノードであり、結合容量Ｃ７の他端は第１最終段増幅器
Ａｍｐ１２のトランジスタＱ１２のベース電極に接続されている。
【０１７９】
　パッド端子Ｐａｄ１０は信号制御回路を構成する第３スイッチＳＷ３の一端に接続され
、第３スイッチＳＷ３の他端は交流的接地電位に接続されている。第３スイッチＳＷ３の
他端の交流的接地電位は、直流的接地電位、もしくは電源電圧Ｖcc、もしくは低インピー
ダンスで接地電位と電源電圧Ｖccの間の中間電圧とすることが可能である。
【０１８０】
　信号制御回路を構成する第３スイッチＳＷ３は図１に示した本発明の実施の形態１によ
るＲＦ電力増幅器がメディアムパワーモード(ＭＰＭ)での電力増幅を実行する際にオン状
態に制御され、ＲＦ電力増幅器がハイパワーモード(ＨＰＭ)およびローパワーモード(Ｌ
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ＰＭ)の電力増幅を実行する際には第３スイッチＳＷ３はオフ状態に制御される。
【０１８１】
　その結果、この信号制御回路を構成する容量Ｃ１６と第３スイッチＳＷ３は、図１に示
した本発明の実施の形態１によるＲＦ電力増幅器がメディアムパワーモード(ＭＰＭ)での
電力増幅を実行する際に、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のＲＦ出力端子から第２初段増幅
器Ａｍｐ２１の入力端子への帰還信号を交流的接地電位にバイパスする機能を有する。従
って、バイパスによって第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のＲＦ出力端子から第２初段増幅器
Ａｍｐ２１の入力端子への帰還量が低減されるので、不安定な発振動作を防止できるので
ＲＦ電力増幅器の増幅動作の安定性を改善することが可能となる。
【０１８２】
　更に、図１に示した本発明の実施の形態１の変形形態では、安定性の向上のための信号
制御回路は、以下のように構成されることができる。
【０１８３】
　最初の信号制御回路は、第３最終段増幅器Ａｍｐ３２の出力部もしくは第２最終段増幅
器Ａｍｐ２２の出力部において、増幅動作の不安定性の原因となる帰還ループの信号伝達
を減衰もしくは遮断する方式である。しかし、この方式は、増幅動作の不安定性を解消す
るものではあるが、第３最終段増幅器Ａｍｐ３２の出力部もしくは第２最終段増幅器Ａｍ
ｐ２２の出力部における挿入損失(Insertion Loss)が大きいと言う問題を有する。
【０１８４】
　次の信号制御回路は、第３最終段増幅器Ａｍｐ３２の入力部もしくは第２最終段増幅器
Ａｍｐ２２の入力部において、増幅動作の不安定性の原因となる帰還ループの信号伝達を
減衰もしくは遮断する方式である。しかし、この方式も、増幅動作の不安定性を解消する
ものではあるが、第３最終段増幅器Ａｍｐ３２の入力部もしくは第２最終段増幅器Ａｍｐ
２２の入力部において若干の挿入損失が発生する言う問題を有する。
【０１８５】
　従って、本発明の最良の実施の形態は、図１に示した本発明の実施の形態１において説
明したように第１初段増幅器Ａｍｐ１１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２との段間接続ノー
ドに信号制御回路Ｃ１６、ＳＷ３を配置することで、増幅動作の不安定性の原因となる帰
還ループの信号伝達を減衰もしくは実質的に遮断する方式である。
【０１８６】
　図１に示した本発明の実施の形態１の変形形態では、ＲＦ電力増幅器がローパワーモー
ド(ＬＰＭ)およびメディアムパワーモード(ＭＰＭ)での電力増幅を実行する際に第３スイ
ッチＳＷ３はオン状態に制御され、ＲＦ電力増幅器がハイパワーモード(ＨＰＭ)の電力増
幅を実行する際には第３スイッチＳＷ３はオフ状態に制御される。その結果、この信号制
御回路を構成する容量Ｃ１６と第３スイッチＳＷ３は、この変形形態によるＲＦ電力増幅
器がローパワーモード(ＬＰＭ)およびメディアムパワーモード(ＭＰＭ)での電力増幅を実
行する際には、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のＲＦ出力端子から第２初段増幅器Ａｍｐ２
１の入力端子への帰還信号を交流的接地電位にバイパスする機能を有する。
【０１８７】
　図１に示した本発明の実施の形態１の具体的形態では、第１スイッチＳＷ１と第２スイ
ッチＳＷ２と第３スイッチＳＷ３は、プリント配線基板(ＰＣＢ)２の主表面に搭載される
ＣＭＯＳ型シリコン半導体集積回路のＮチャネルＭＯＳトランジスタによってそれぞれ構
成される。このＣＭＯＳ型シリコン半導体集積回路には、携帯電話端末に搭載されるＲＦ
信号処理半導体集積回路(ＲＦＩＣ)とベースバンドプロセッサとのいずれかから高電力モ
ード信号ＨＰＭと中電力モード信号ＭＰＭと低電力モード信号ＬＰＭとが供給される。更
にこのＣＭＯＳ型シリコン半導体集積回路には、携帯電話端末に搭載されるＲＦ信号処理
半導体集積回路(ＲＦＩＣ)とベースバンドプロセッサとのいずれかからマルチバンドの高
バンド送信周波数ｆHBを選択する高バンド選択信号と低バンド送信周波数ｆLBを選択する
低バンド選択信号とが供給される。
【０１８８】
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　ＣＭＯＳ型シリコン半導体集積回路の内部のＣＭＯＳコントローラは、高電力モード信
号ＨＰＭと中電力モード信号ＭＰＭと低電力モード信号ＬＰＭと高バンド選択信号と高バ
ンド選択信号に応答して、ＣＭＯＳ型シリコン半導体集積回路の内部に形成された第１ス
イッチＳＷ１と第２スイッチＳＷ２と第３スイッチＳＷ３の３個のＮチャネルＭＯＳトラ
ンジスタのオン・オフ制御を実行する。
【０１８９】
　ＣＭＯＳ型シリコン半導体集積回路の内部のＣＭＯＳコントローラは、高電力モード信
号ＨＰＭと中電力モード信号ＭＰＭと低電力モード信号ＬＰＭに応答して、モノリシック
マイクロ波集積回路(ＭＭＩＣ)１の内部に形成された増幅器Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２、Ａ
ｍｐ２１、Ａｍｐ２２、Ａｍｐ３１、Ａｍｐ３２の各トランジスタのベース電極への適切
なベースバイアス電圧の供給可否を制御する。
【０１９０】
　更にＣＭＯＳ型シリコン半導体集積回路の内部のＣＭＯＳコントローラは、スタンバイ
モード信号ＳＢＭに応答して、モノリシックマイクロ波集積回路(ＭＭＩＣ)１の内部の増
幅器Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２、Ａｍｐ２１、Ａｍｐ２２、Ａｍｐ３１、Ａｍｐ３２の各ト
ランジスタのベース電極に供給されるベースバイアス電圧を各トランジスタのしきい値電
圧以下の例えばゼロボルトに設定する。従って、モノリシックマイクロ波集積回路(ＭＭ
ＩＣ)１の内部の増幅器Ａｍｐ１１、Ａｍｐ１２、Ａｍｐ２１、Ａｍｐ２２、Ａｍｐ３１
、Ａｍｐ３２の全ては非活性状態に制御されて、モノリシックマイクロ波集積回路(ＭＭ
ＩＣ)１はスタンバイモードＳＢＭの低消費電力状態に制御される。
【０１９１】
　尚、ＲＦ信号処理半導体集積回路(ＲＦＩＣ)もしくはベースバンドプロセッサからモノ
リシックマイクロ波集積回路(ＭＭＩＣ)１に供給される高電力モード信号ＨＰＭと中電力
モード信号ＭＰＭと低電力モード信号ＬＰＭとスタンバイモード信号ＳＢＭは、２ビット
による４状態のデジタル制御信号によって指定されることが可能である。
【０１９２】
　［実施の形態２］
　《ＲＦ電力増幅器の具体的な構成》
　図３は、携帯電話端末に搭載可能な本発明の実施の形態２によるＲＦ電力増幅器の具体
的な構成を示す図である。
【０１９３】
　図３に示したように、本発明の実施の形態２によるＲＦ電力増幅器は、モノリシックマ
イクロ波集積回路(ＭＭＩＣ)１とＲＦパワーモジュールのプリント配線基板(ＰＣＢ)２と
を含んでいる。
【０１９４】
　モノリシックマイクロ波集積回路(ＭＭＩＣ)１は、第１初段増幅器Ａｍｐ１１と第２初
段増幅器Ａｍｐ２１と第３初段増幅器Ａｍｐ３１と第１最終段増幅器Ａｍｐ１２Ａ、Ａｍ
ｐ１２Ｂと第２最終段増幅器Ａｍｐ２２と第３最終段増幅器Ａｍｐ３２と容量Ｃ１～Ｃ３
、Ｃ４Ａ、Ｃ４Ｂ、Ｃ７Ａ、Ｃ７Ｂ、Ｃ７Ｃ、Ｃ８～Ｃ１２、Ｃ１６とインダクタＬ１を
含んでいる。容量Ｃ１～Ｃ３、Ｃ４Ａ、Ｃ４Ｂ、Ｃ７Ａ、Ｃ７Ｂ、Ｃ７Ｃ、Ｃ８～Ｃ１２
、Ｃ１６は、モノリシックマイクロ波集積回路(ＭＭＩＣ)１のＧａＡｓ等の化合物半導体
基板の主表面に半導体製造プロセスによって製造される金属・絶縁体・金属(ＭＩＭ)の積
層構造容量によって構成される。インダクタＬ１は、モノリシックマイクロ波集積回路(
ＭＭＩＣ)１のＧａＡｓ等の化合物半導体基板の主表面に半導体製造プロセスにより製造
される金属のスパイラルインダクタによって構成される。
【０１９５】
　ＲＦパワーモジュールのプリント配線基板(ＰＣＢ)２は、複数の容量Ｃ５、Ｃ６、Ｃ１
３、Ｃ１４と複数のインダクタＬ２、Ｌ３、Ｌ４～Ｌ６、ストリップラインＳＬ１～ＳＬ
４、抵抗Ｒ１を含んでいる。複数の容量Ｃ５、Ｃ６、Ｃ１３～Ｃ１５と複数のインダクタ
Ｌ２、Ｌ３、Ｌ４～Ｌ６と抵抗Ｒ１との受動部品は、上述の「０６０３」型と呼ばれる表
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面実装デバイス(ＳＭＤ)によって構成される。ストリップラインＳＬ１～ＳＬ４は、プリ
ント配線基板(ＰＣＢ)２の主表面に製造された導電性配線薄膜によって構成される。スト
リップラインＳＬ１、ＳＬ２はインダクタとして機能する一方、ストリップラインＳＬ３
、ＳＬ４と抵抗Ｒ１とはパワー検出のための方向性結合器(Directional Coupler)として
機能する。
【０１９６】
　第１初段増幅器Ａｍｐ１１と第２初段増幅器Ａｍｐ２１と第３初段増幅器Ａｍｐ３１と
第１最終段増幅器Ａｍｐ１２と第２最終段増幅器Ａｍｐ２２と第３最終段増幅器Ａｍｐ３
２とは、それぞれＮＰＮ型のヘテロ接合バイポーラトランジスタＱ１１、Ｑ２１、Ｑ３１
、Ｑ１２、Ｑ２２、Ｑ３２を含んでいる。２個並列の第１最終段増幅器Ａｍｐ１２Ａ、Ａ
ｍｐ１２Ｂの２個のトランジスタＱ１２Ａ、Ｑ１２Ｂは２個合計で最大の素子サイズ(エ
ミッタ面積)を有する一方、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２の素子サ
イズは第１最終段増幅器Ａｍｐ１２Ａ、Ａｍｐ１２Ｂの２個のトランジスタＱ１２Ａ、Ｑ
１２Ｂの２個合計で最大の素子サイズよりも小さく設定されている。また、第３最終段増
幅器Ａｍｐ３２のトランジスタＱ３２の素子サイズは、第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のト
ランジスタＱ２２の素子サイズよりも小さく設定されている。
【０１９７】
　パッド端子Ｐａｄ１のＲＦ送信信号Ｐinは、容量Ｃ１、Ｃ３を介して第１初段増幅器Ａ
ｍｐ１１のトランジスタＱ１１のベース電極に供給される。第１初段増幅器Ａｍｐ１１の
トランジスタＱ１１のコレクタ電極は、パッド端子Ｐａｄ４を介して負荷のＲＦチョーク
コイルとして機能するインダクタＬ２に接続される。従って、２個合計で最大の素子サイ
ズを有するトランジスタＱ１２Ａ、Ｑ１２Ｂを含んだ２個並列の第１最終段増幅器Ａｍｐ
１２Ａ、Ａｍｐ１２ＢとトランジスタＱ１１を含んだ第１初段増幅器Ａｍｐ１１は、ハイ
パワーモード(ＨＰＭ)の増幅動作を実行して最大ゲインを有する第１増幅経路を構成する
。すなわち、第１増幅経路では、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１のコレ
クタ電極から生成される第１初段ＲＦ増幅信号は、結合容量Ｃ７Ｃ、Ｃ７Ａ、Ｃ７Ｂを介
して２個並列の第１最終段増幅器Ａｍｐ１２Ａ、Ａｍｐ１２Ｂの２個のトランジスタＱ１
２Ａ、Ｑ１２Ｂの２個のベース電極に供給される。また２個並列の第１最終段増幅器Ａｍ
ｐ１２Ａ、Ａｍｐ１２Ｂの２個のトランジスタＱ１２Ａ、Ｑ１２Ｂの２個のコレクタ電極
は、２個のパッド端子Ｐａｄ６、Ｐａｄ７に接続されている。
【０１９８】
　特に、ハイパワーモード(ＨＰＭ)の増幅動作を実行する場合には、パッド端子Ｐａｄ１
１に適切なベースバイアス電圧が印加され、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ
１１と２個並列の第１最終段増幅器Ａｍｐ１２Ａ、Ａｍｐ１２Ｂの２個のトランジスタＱ
１２Ａ、Ｑ１２Ｂは活性状態に制御される。それ以外の場合には、パッド端子Ｐａｄ１１
にはトランジスタのしきい値電圧以下の例えばゼロボルトのベースバイアス電圧が印加さ
れ、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１と２個並列の第１最終段増幅器Ａｍ
ｐ１２Ａ、Ａｍｐ１２Ｂの２個のトランジスタＱ１２Ａ、Ｑ１２Ｂは非活性状態に制御さ
れる。その結果、第１初段増幅器Ａｍｐ１１のトランジスタＱ１１と２個並列の第１最終
段増幅器Ａｍｐ１２Ａ、Ａｍｐ１２Ｂの２個のトランジスタＱ１２Ａ、Ｑ１２Ｂとは、ハ
イパワーモード(ＨＰＭ)の増幅動作を実行して最大ゲインを有する第１増幅経路を構成す
る。
【０１９９】
　パッド端子Ｐａｄ１のＲＦ送信信号Ｐinは、容量Ｃ１、Ｃ４Ａ、Ｃ４Ｂを介して、第２
初段増幅器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１のベース電極と第３初段増幅器Ａｍｐ３１の
トランジスタＱ３１のベース電極に供給される。第２初段増幅器Ａｍｐ２１のトランジス
タＱ２１のコレクタ電極と第３初段増幅器Ａｍｐ３１のトランジスタＱ３１のコレクタ電
極とは、パッド端子Ｐａｄ３を介して負荷のＲＦチョークコイルとして機能するインダク
タＬ３に接続される。
【０２００】
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　第２初段増幅器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１のコレクタ電極または第３初段増幅器
Ａｍｐ３１のトランジスタＱ３１のコレクタ電極から生成される第２初段ＲＦ増幅信号ま
たは第３初段ＲＦ増幅信号は、結合容量Ｃ８、Ｃ９を介して２個並列の第２最終段増幅器
Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２のベース電極と第３最終段増幅器Ａｍｐ３２のトランジ
スタＱ３２のベース電極に供給される。
【０２０１】
　特に、メディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行する場合には、パッド端子Ｐ
ａｄ１２とパッド端子Ｐａｄ１３に適切なベースバイアス電圧が印加され、第２初段増幅
器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１と第３初段増幅器Ａｍｐ３１のトランジスタＱ３１と
第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２と第３最終段増幅器Ａｍｐ３２のトラ
ンジスタＱ３２とは活性状態に制御される。その結果、第２初段増幅器Ａｍｐ２１のトラ
ンジスタＱ２１と第３初段増幅器Ａｍｐ３１のトランジスタＱ３１と第２最終段増幅器Ａ
ｍｐ２２のトランジスタＱ２２と第３最終段増幅器Ａｍｐ３２のトランジスタＱ３２は、
メディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行して中間ゲインを有する第２増幅経路
を構成する。
【０２０２】
　特に、ローパワーモード(ＬＰＭ)の増幅動作を実行する場合には、パッド端子Ｐａｄ１
２にはトランジスタのしきい値電圧以下の例えばゼロボルトのベースバイアス電圧が印加
され、パッド端子Ｐａｄ１３に適切なベースバイアス電圧が印加される。従って、第２初
段増幅器Ａｍｐ２１のトランジスタＱ２１と第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタ
Ｑ２２とは非活性状態に制御され、第３初段増幅器Ａｍｐ３１のトランジスタＱ３１と第
３最終段増幅器Ａｍｐ３２のトランジスタＱ３２とは活性状態に制御される。その結果、
第３初段増幅器Ａｍｐ３１のトランジスタＱ３１と第３最終段増幅器Ａｍｐ３２のトラン
ジスタＱ３２は、ローパワーモード(ＬＰＭ)の増幅動作を実行して最小ゲインを有する第
３増幅経路を構成する。
【０２０３】
　更に、図３に示した本発明の実施の形態２によるＲＦ電力増幅器においては、図１に示
した本発明の実施の形態１によるＲＦ電力増幅器と全く同様に、信号制御回路Ｃ１６、Ｓ
Ｗ３は第２最終段増幅器Ａｍｐ２２のＲＦ出力端子から第２初段増幅器Ａｍｐ２１の入力
端子への帰還量を低減するので、不安定な発振動作を防止することが可能となる。すなわ
ち、不安定な発振動作を防止するために、信号制御回路の第３スイッチＳＷ３がオン状態
に制御される。
【０２０４】
　尚、パッド端子Ｐａｄ４とパッド端子Ｐａｄ１０との間に直列接続された２個の容量Ｃ
７Ｃ、Ｃ１６は、信号制御回路の第３スイッチＳＷ３がオン状態に制御された際に、電源
電圧ＶccからインダクタＬ２を介してパッド端子Ｐａｄ１０の接地電位に大きな短絡電流
が流れるのを防止する機能を持つものである。
【０２０５】
　尚、パッド端子Ｐａｄ１０、Ｐａｄ１１、Ｐａｄ１２の印加電圧は、エミッタフォロワ
やソースフォロワ等のボルテージフォロワを介してＲＦ増幅トランジスタのベース電極に
供給されることが可能である。
【０２０６】
　［実施の形態３］
　《デュアルバンド送信を可能とするＲＦ電力増幅器》
　図４は、携帯電話端末に搭載可能な本発明の実施の形態３によるＲＦ電力増幅器のデュ
アルバンド送信を可能とするための構成を示す図である。
【０２０７】
　図４に示す本発明の実施の形態３による電力増幅器は、ハイバンド第１増幅器１５１Ｈ
と、ハイバンド第２増幅器１５２Ｈと、ハイバンド第１出力整合回路１５３Ｈと、ハイバ
ンド第２出力整合回路１５４Ｈとを含んでいる。
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【０２０８】
　ハイバンド第１増幅器１５１Ｈは、上述した本発明の実施の形態１と本発明の実施の形
態２で説明した最大の素子サイズを有するトランジスタを含んだ第１最終段増幅器を少な
くとも含むことによってハイパワーモード(ＨＰＭ)の増幅動作を実行して最大ゲインを有
する第１増幅経路によって構成されている。
【０２０９】
　ハイバンド第２増幅器１５２Ｈは、上述した本発明の実施の形態１と本発明の実施の形
態２で説明した第２増幅経路と第３増幅経路との並列経路によって構成されている。第２
増幅経路は、中間の素子サイズを有するトランジスタを含んだ第２最終段増幅器を少なく
とも含むことによってメディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行して中間ゲイン
を有するものである。第３増幅経路は、最小の素子サイズを有するトランジスタを含んだ
第３最終段増幅器を少なくとも含むことによってローパワーモード(ＬＰＭ)の増幅動作を
実行して最大ゲインを有するものである。
【０２１０】
　ハイバンド第１出力整合回路１５３Ｈは、上述した本発明の実施の形態１と本発明の実
施の形態２で説明したストリップラインＳＬ１、ＳＬ２と容量Ｃ１３、Ｃ１４とを含む第
１出力整合回路と同一の構成のものである。
【０２１１】
　ハイバンド第２出力整合回路１５４Ｈは、上述した本発明の実施の形態１と本発明の実
施の形態２で説明したインダクタＬ５と容量Ｃ１１、Ｃ１２と第２スイッチＳＷ２とによ
って構成された第２出力整合回路と同一の構成のものである。
【０２１２】
　ＷＣＤＭＡ方式のバンド１とバンド２とバンド４を含むハイバンド３Ｇ入力信号が第１
ＲＦ信号入力端子１０１Ｈに供給されるので、ハイバンド３Ｇ入力信号はハイバンド第１
増幅器１５１Ｈまたはハイバンド第２増幅器１５２Ｈによって増幅されて、第１ＲＦ信号
出力端子１０２ＨからＷＣＤＭＡ方式のバンド１とバンド２とバンド４を含むハイバンド
３Ｇ出力信号が生成される。尚、ＷＣＤＭＡ方式のバンド１の送信周波数は１９２０ＭＨ
ｚ～１９８０ＭＨｚであり、ＷＣＤＭＡ方式のバンド２の送信周波数は１８５０ＭＨｚ～
１９１０ＭＨｚであり、ＷＣＤＭＡ方式のバンド４の送信周波数は１７１０ＭＨｚ～１７
５５ＭＨｚである。
【０２１３】
　次に、図４に示した本発明の実施の形態３によるＲＦ電力増幅器は、ローバンド第１増
幅器１５１Ｌと、ローバンド第２増幅器１５２Ｌと、ローバンド第１出力整合回路１５３
Ｌと、ローバンド第２出力整合回路１５４Ｌとを含んでいる。
【０２１４】
　ローバンド第１増幅器１５１Ｌは、上述した本発明の実施の形態１と本発明の実施の形
態２で説明した最大の素子サイズを有するトランジスタを含んだ第１最終段増幅器を少な
くとも含むことによってハイパワーモード(ＨＰＭ)の増幅動作を実行して最大ゲインを有
する第１増幅経路によって構成されている。
【０２１５】
　ローバンド第２増幅器１５２Ｌは、上述した本発明の実施の形態１と本発明の実施の形
態２で説明した第２増幅経路と第３増幅経路との並列経路によって構成されている。第２
増幅経路は、中間の素子サイズを有するトランジスタを含んだ第２最終段増幅器を少なく
とも含むことによってメディアムパワーモード(ＭＰＭ)の増幅動作を実行して中間ゲイン
を有するものである。第３増幅経路は、最小の素子サイズを有するトランジスタを含んだ
第３最終段増幅器を少なくとも含むことによってローパワーモード(ＬＰＭ)の増幅動作を
実行して最大ゲインを有するものである。
【０２１６】
　ローバンド第１出力整合回路１５３Ｌは、上述した本発明の実施の形態１と本発明の実
施の形態２で説明したストリップラインＳＬ１、ＳＬ２と容量Ｃ１３、Ｃ１４とを含む第
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１出力整合回路と同一の構成のものである。
【０２１７】
　ローバンド第２出力整合回路１５４Ｌは、上述した本発明の実施の形態１と本発明の実
施の形態２で説明したインダクタＬ５と容量Ｃ１１、Ｃ１２と第２スイッチＳＷ２とによ
って構成された第２出力整合回路と同一の構成のものである。
【０２１８】
　ＷＣＤＭＡ方式のバンド５とバンド８を含むローバンド３Ｇ入力信号が第２ＲＦ信号入
力端子１０１Ｌに供給されるので、ローバンド３Ｇ入力信号はローバンド第１増幅器１５
１Ｌまたはローバンド第２増幅器１５２Ｌによって増幅されて、第２ＲＦ信号出力端子１
０２ＬからＷＣＤＭＡ方式のバンド５とバンド８を含むローバンド３Ｇ出力信号が生成さ
れる。尚、ＷＣＤＭＡ方式のバンド５の送信周波数は８２４ＭＨｚ～８４９ＭＨｚであり
、ＷＣＤＭＡ方式のバンド８の送信周波数は８８０ＭＨｚ～９１５ＭＨｚである。
【０２１９】
　更に図４に示した本発明の実施の形態３によるＲＦ電力増幅器は、バイアス整合制御回
路１５０を含んでいる。バイアス整合制御回路１５０には、携帯電話端末に搭載されるＲ
Ｆ信号処理半導体集積回路(ＲＦＩＣ)とベースバンドプロセッサとのいずれかから、イネ
ーブル信号ＥＮＡと第１モード信号ＭＯＤＥ１と第２モード信号ＭＯＤＥ２と第１バンド
選択信号ＢＳ１と第２バンド選択信号ＢＳ２と第３バンド選択信号ＢＳ３とが供給される
。
【０２２０】
　第１モード信号ＭＯＤＥ１と第２モード信号ＭＯＤＥ２との２ビットによって、高電力
モード信号ＨＰＭと中電力モード信号ＭＰＭと低電力モード信号ＬＰＭとスタンバイモー
ド信号ＳＢＭの４状態の任意の状態が指定される。上述したように高電力モード信号ＨＰ
Ｍと中電力モード信号ＭＰＭと低電力モード信号ＬＰＭとスタンバイモード信号ＳＢＭと
は、ハイパワーモード(ＨＰＭ)とメディアムパワーモード(ＭＰＭ)とローパワーモード(
ＬＰＭ)とスタンバイモード(ＳＢＭ)とをそれぞれ指定する。
【０２２１】
　すなわち、第１モード信号ＭＯＤＥ１と第２モード信号ＭＯＤＥ２の２ビットに応答し
て、バイアス整合制御回路１５０からハイバンド第１増幅器イネーブル信号としてのメイ
ンバイアスMain Biasとハイバンド第２増幅器イネーブル信号としてのサブバイアスSub B
iasとが生成されて、ハイバンド第１増幅器１５１Ｈとハイバンド第２増幅器１５２Ｈと
にそれぞれ供給される。更に第１モード信号ＭＯＤＥ１と第２モード信号ＭＯＤＥ２の２
ビットに応答して、バイアス整合制御回路１５０からローバンド第１増幅器イネーブル信
号としてのメインバイアスMain Biasとローバンド第２増幅器イネーブル信号としてのサ
ブバイアスSub Biasとが生成されて、ローバンド第１増幅器１５１Ｌとローバンド第２増
幅器１５２Ｌとにそれぞれ供給される。
【０２２２】
　最初に、バイアス整合制御回路１５０に供給される第１バンド選択信号ＢＳ１の１ビッ
トがローレベル“Ｌ”(ローバンドLow Bandに対応)の場合を想定する。この場合には、第
２ＲＦ信号入力端子１０１Ｌに供給されるＷＣＤＭＡ方式のバンド５とバンド８を含むロ
ーバンド３Ｇ入力信号を増幅するためのローバンド第１増幅器１５１Ｌとローバンド第２
増幅器１５２Ｌとローバンド第１出力整合回路１５３Ｌとローバンド第２出力整合回路１
５４Ｌとが活性化される。
【０２２３】
　反対に、バイアス整合制御回路１５０に供給される第１バンド選択信号ＢＳ１の１ビッ
トがハイレベル“Ｈ”(ハイバンドHigh Bandに対応)の場合を想定する。この場合には、
第１ＲＦ信号入力端子１０１Ｈに供給されるＷＣＤＭＡ方式のバンド１とバンド２とバン
ド４を含むハイバンド３Ｇ入力信号を増幅するためのハイバンド第１増幅器１５１Ｈとハ
イバンド第２増幅器１５２Ｈとハイバンド第１出力整合回路１５３Ｈとハイバンド第２出
力整合回路１５４Ｈとが活性化される。
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【０２２４】
　第１バンド選択信号ＢＳ１と第２バンド選択信号ＢＳ２と第３バンド選択信号ＢＳ３と
に応答して、バイアス整合制御回路１５０からローバンド第２出力整合回路１５４Ｌに、
ＷＣＤＭＡ方式のバンド５の選択信号Ｂ５と、ＷＣＤＭＡ方式のバンド８の選択信号Ｂ８
とが供給される。
【０２２５】
　すなわち、バイアス整合制御回路１５０に供給される第１バンド選択信号ＢＳ１の１ビ
ットがローレベル“Ｌ”(ローバンドLow Bandに対応)の場合には、第２バンド選択信号Ｂ
Ｓ２と第３バンド選択信号ＢＳ３との２ビットによってローバンド第２出力整合回路１５
４Ｌの周波数特性は下記のように設定される。
【０２２６】
　すなわち、第３バンド選択信号ＢＳ３の１ビットは無関係であり、第２バンド選択信号
ＢＳ２の１ビットがハイレベル“Ｈ”の場合には、低周波数側のＷＣＤＭＡ方式のバンド
５の送信周波数８２４ＭＨｚ～８４９ＭＨｚにローバンド第２出力整合回路１５４Ｌの周
波数特性が最適化される。具体的な例によれば、ローバンド第２出力整合回路１５４Ｌの
容量値が第１容量Ｃ１１と第２容量Ｃ１２の並列容量Ｃ１１＋Ｃ１２で決定される。
【０２２７】
　また第２バンド選択信号ＢＳ２の１ビットがローレベル“Ｌ”の場合には、高周波数側
のＷＣＤＭＡ方式のバンド８の送信周波数８８０ＭＨｚ～９１５ＭＨｚにローバンド第２
出力整合回路１５４Ｌの周波数特性が最適化される。具体的な例によれば、ローバンド第
２出力整合回路１５４Ｌの容量値が第１容量Ｃ１１の単独容量Ｃ１１で決定される。
【０２２８】
　一方、第１バンド選択信号ＢＳ１と第２バンド選択信号ＢＳ２と第３バンド選択信号Ｂ
Ｓ３とに応答して、バイアス整合制御回路１５０からハイバンド第２出力整合回路１５４
Ｈには、ＷＣＤＭＡ方式のバンド１の選択信号Ｂ１とＷＣＤＭＡ方式のバンド２の選択信
号Ｂ２とＷＣＤＭＡ方式のバンド４の選択信号Ｂ４とが供給される。
【０２２９】
　すなわち、バイアス整合制御回路１５０に供給される第１バンド選択信号ＢＳ１の１ビ
ットがハイレベル“Ｈ”(ハイバンドhigh Bandに対応)の場合には、第２バンド選択信号
ＢＳ２と第３バンド選択信号ＢＳ３の２ビットによってハイバンド第２出力整合回路１５
４Ｈの周波数特性は下記のように設定される。
【０２３０】
　すなわち、第２バンド選択信号ＢＳ２がローレベル“Ｌ”であり第３バンド選択信号Ｂ
Ｓ３がローレベル“Ｌ”である場合には、高周波のＷＣＤＭＡ方式のバンド１の送信周波
数１９２０ＭＨｚ～１９８０ＭＨｚにハイバンド第２出力整合回路１５４Ｈの周波数特性
が最適化される。具体的な一例によれば、ローバンド第２出力整合回路１５４Ｌの容量値
が、第１容量Ｃ１１の単独容量Ｃ１１で決定される。
【０２３１】
　次に、第２バンド選択信号ＢＳ２がハイレベル“Ｈ”であり第３バンド選択信号ＢＳ３
がローレベル“Ｌ”である場合には、高周波数のＷＣＤＭＡ方式のバンド２の送信周波数
１８５０ＭＨｚ～１９１０ＭＨｚにハイバンド第２出力整合回路１５４Ｈの周波数特性が
最適化される。具体的な一例によれば、ハイバンド第２出力整合回路１５４Ｈの可変容量
回路５２の容量値が、第１容量Ｃ１１の単独容量Ｃ１１で決定される。
【０２３２】
　最後に第２バンド選択信号ＢＳ２がハイレベル“Ｈ”であり第３バンド選択信号ＢＳ３
がハイレベル“Ｈ”である場合には、低周波のＷＣＤＭＡ方式のバンド４の送信周波数１
７１０ＭＨｚ～１７５５ＭＨｚにハイバンド第２出力整合回路１５４Ｈの周波数特性が最
適化される。具体的な一例によれば、ハイバンド第２出力整合回路１５４Ｈの可変容量回
路５２の容量値が、第１容量Ｃ１１と第２容量Ｃ１２の並列容量Ｃ１１＋Ｃ１２で決定さ
れる。



(37) JP 2013-131802 A 2013.7.4

10

20

30

40

【０２３３】
　以上、本発明者によってなされた発明を種々の実施の形態に基づいて具体的に説明した
が、本発明はそれに限定されるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲において種々変
更可能であることは言うまでもない。
【０２３４】
　例えば、図１に示した本発明の実施の形態１によるＲＦ電力増幅器において、第２最終
段増幅器Ａｍｐ２２のトランジスタＱ２２のコレクタ電極と第３最終段増幅器Ａｍｐ３２
のトランジスタＱ３２のコレクタ電極との間に、インダクタＬ５と容量Ｃ１１、Ｃ１２と
第２スイッチＳＷ２とから構成された第２出力整合回路と同様な構成の第３出力整合回路
することが可能である。その結果、ローパワーモード(ＬＰＭ)の増幅動作を実行して最小
ゲインを有する第３増幅経路において、消費電流と消費電力とを削減することが可能とな
る。
【０２３５】
　また更に、本発明においては、モノリシックマイクロ波集積回路(ＭＭＩＣ)１と増幅ト
ランジスタとは、ＧａＡｓ等の化合物半導体基板とヘテロ接合バイポーラトランジスタに
のみ限定されるものではない。
【０２３６】
　他の一例としては、モノリシックマイクロ波集積回路(ＭＭＩＣ)１と増幅トランジスタ
として、シリコン半導体基板とシリコン・ゲルマニュウム(ＳｉＧｅ)ヘテロ接合バイポー
ラトランジスタとを使用することが可能である。
【０２３７】
　更に他の一例として、モノリシックマイクロ波集積回路(ＭＭＩＣ)１と増幅トランジス
タとして、シリコン半導体基板とＬＤ(Laterally Diffused)型のＮチャネルパワーＭＯＳ
トランジスタとを使用することが可能である。このように、ＭＯＳトランジスタ等の電界
効果トランジスタが使用される場合には、素子サイズはエミッタ面積ではなくゲート幅(
Ｗ)／ゲート長(Ｌ)のレシオによって決定される。
【０２３８】
　また本発明において、第１増幅経路と第２増幅経路と第３増幅経路の各経路でのＲＦ増
幅回路は、上述の２段構成の多段増幅器にのみ限定されるものではない。すなわち、上述
の各経路でのＲＦ増幅回路は、３段またはそれよりも段数の多い多段増幅器を使用するこ
とが可能である。
【０２３９】
　更に、本発明のＲＦ電力増幅器は、ＷＣＤＭＡ方式にのみ限定されるものではなく、Ｇ
ＳＭ方式やＬＴＥ方式等の他の通信方式を使用する携帯電話端末に搭載されるＲＦ電力増
幅器にも適用が可能である。
【符号の説明】
【０２４０】
　１…モノリシックマイクロ波集積回路(ＭＭＩＣ)
　２…ＲＦパワーモジュールのプリント配線基板(ＰＣＢ)
　Ａｍｐ１１…第１初段増幅器
　Ａｍｐ２１…第２初段増幅器
　Ａｍｐ３１…第３初段増幅器
　Ａｍｐ１２…第１最終段増幅器
　Ａｍｐ２２…第２最終段増幅器
　Ａｍｐ３２…第３最終段増幅器
　Ｃ１６、ＳＷ３…信号制御回路
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